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１ 全会計当初予算の状況 

平成28 年度の全会計当初予算は、表1 のとおり14 億円増の385 億円を計上しました。 

一般会計は、13 億円増の248 億円となりました。詳細は４ページ以降をご覧ください。 

特別会計全体は、4 億円増の119 億円となりました。詳細は２２ページ以降をご覧ください。 

企業会計は、3 億円減の18 億円となりました。詳細は34 ページ以降をご覧ください。 

なお、全会計当初予算の推移は、表2、図1 をご覧ください。 

 

表１ 全会計当初予算の状況                          （単位：千円、％） 

平成28年度 平成27年度

予算額 予算額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

24,780,000 23,440,000 1,340,000 5.7

国 民 健 康 保 険 5,410,000 5,191,000 219,000 4.2

後 期 高 齢 者 医 療 857,800 840,600 17,200 2.0

介 護 保 険 3,620,500 3,399,500 221,000 6.5

農業集落排水事業 291,400 303,700 △ 12,300 △ 4.1

下 水 道 事 業 1,670,300 1,732,000 △ 61,700 △ 3.6

小 計 11,850,000 11,466,800 383,200 3.3

1,847,033 2,143,814 △ 296,781 △ 13.8

38,477,033 37,050,614 1,426,419 3.8合 計

比　較

区　　分

一 般 会 計

企 業 会 計

特

別

会

計

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

 

  

一 般 会 計・・・ 地方公共団体の基本的な経費が中心として計上され、その意味では地方公共団

体存立の目的を達成するために要する経費を経理する会計です。 

特 別 会 計・・・ 一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区分して別個に処理する

ための会計です。 

企 業 会 計・・・ 一般的には、株式会社等の民間企業における会計をいうもので、地方財政上は、

地方公営企業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業の会計です。 
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表2 全会計当初予算の推移 

予 算 額 前年度増減額 増 減 率
住宅新築資金等

貸付事業
農業公園事業 国民健康保険

平 成 19 年 度 18,550,000 980,000 5.6 38,370 103,420 4,249,610

平 成 20 年 度 19,800,000 1,250,000 6.7 42,592 94,415 4,511,388

平 成 21 年 度 16,590,000 △ 3,210,000 △ 16.2 45,760 129,510 3,977,300

平 成 22 年 度 16,800,000 210,000 1.3 14,550 125,000 4,447,000

平 成 23 年 度 18,067,000 1,267,000 7.5 － 120,800 4,436,750

平 成 24 年 度 20,330,000 2,263,000 12.5 － 134,600 4,437,000

平 成 25 年 度 21,880,000 1,550,000 7.6 － 250,000 4,583,000

平 成 26 年 度 22,440,000 560,000 2.6 － 252,500 4,830,700

平 成 27 年 度 23,440,000 1,000,000 4.5 － － 5,191,000

平 成 28 年 度 24,780,000 1,340,000 5.7 － － 5,410,000

一 般 会 計
年 度

特 別 会 計

 

 

図1 全会計当初予算の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（単位：千円、％） 

企 業 会 計

老 人 保 健 後 期 高 齢 者 介 護 保 険
農 業 集 落
排 水 事 業

下 水 道 事 業 水 道 事 業

4,463,900 － 2,066,700 273,450 2,048,070 1,550,210 33,343,730

456,663 747,668 2,178,000 278,735 1,864,279 2,620,932 32,594,672

29,500 742,990 2,300,400 264,470 1,652,370 2,297,338 28,029,638

710 795,610 2,382,500 275,150 1,646,840 1,399,759 27,887,119

－ 754,700 2,471,400 272,140 1,643,650 1,605,680 29,372,120

－ 780,100 2,615,600 279,300 1,664,600 1,595,496 31,836,696

－ 790,000 2,839,200 340,600 1,566,500 1,633,569 33,882,869

－ 834,100 3,158,300 368,300 1,565,800 1,865,734 35,315,434

－ 840,600 3,399,500 303,700 1,732,000 2,143,814 37,050,614

－ 857,800 3,620,500 291,400 1,670,300 1,847,033 38,477,033

合 計
特 別 会 計
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２－１ 一般会計歳入予算の状況 

（１）科目別歳入予算の状況 

平成 28 年度の科目別歳入予算は、表 3、図 2 のとおり 13 億円増の 247 億 8 千万円を計上しまし

た。 

市税は、1 億5 千万円減の79 億7 千万円を計上しました。詳細は（２）市税をご覧ください。 

地方交付税は、3 億5 千万円減の23 億5 千万円を計上しました。詳細は（３）地方交付税をご覧く

ださい。 

国庫支出金は、4 億 6 千万円増の 25 億円を計上しました。これは、国庫補助事業を活用した学校整

備や臨時福祉給付金事業によるものです。 

繰入金は、10 億 4 千万円減の 24 億 3 千万円を計上しました。これは、合併特例債などの借入償還

に対応するため市債管理基金繰入金4 億円、指定管理委託のため農業公園整備基金繰入金5 千万円、歳

出予算に対する財源不足を補うため財政調整基金繰入金 19 億 7 千万円を計上しましたが、庁舎建設基

金繰入金8 億4 千万円、市債管理基金繰入金2 億円などを減額したためです。 

諸収入は、8 億2 千万円増の10 億3 千万円を計上しました。これは、員弁土地開発公社からの貸付

金返済金などによるものです。 

市債は、16 億5 千万円増の55 億7 千万円を計上しました。詳細は（４）市債をご覧ください。 

なお、一般会計歳入内訳は図3、科目別歳入予算の推移は表4、図4、科目別歳入予算の構成比は図5

をご覧ください。 

 

表3 科目別歳入予算の状況                         （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

市 税 7,974,598 32.2 8,124,133 34.7 △ 149,535 △ 1.8 173,493

地 方 譲 与 税 260,000 1.0 247,000 1.1 13,000 5.3 5,656

利 子 割 交 付 金 15,000 0.1 17,000 0.1 △ 2,000 △ 11.8 326

配 当 割 交 付 金 50,000 0.2 15,000 0.1 35,000 233.3 1,088

株 式 等 譲 渡 30,000 0.1 40,000 0.2 △ 10,000 △ 25.0 653

地 方 消 費 税 交 付 金 800,000 3.2 800,000 3.4 0 0.0 17,405

ゴルフ場利用税交付金 140,000 0.6 160,000 0.7 △ 20,000 △ 12.5 3,046

自 動 車 取 得 税 40,000 0.2 80,000 0.3 △ 40,000 △ 50.0 870

地 方 特 例 交 付 金 28,000 0.1 26,000 0.1 2,000 7.7 609

地 方 交 付 税 2,350,000 9.5 2,700,000 11.5 △ 350,000 △ 13.0 51,126

交通安全対策特別交付金 6,000 0.0 6,000 0.0 0 0.0 131

分 担 金 及 び 負 担 金 335,833 1.4 362,553 1.5 △ 26,720 △ 7.4 7,306

使 用 料 及 び 手 数 料 121,758 0.5 118,950 0.5 2,808 2.4 2,649

国 庫 支 出 金 2,500,855 10.1 2,042,582 8.7 458,273 22.4 54,408

県 支 出 金 954,575 3.9 948,536 4.0 6,039 0.6 20,767

財 産 収 入 33,126 0.1 47,538 0.2 △ 14,412 △ 30.3 721

寄 附 金 10,900 0.0 2,260 0.0 8,640 382.3 237

繰 入 金 2,430,672 9.8 3,473,892 14.8 △ 1,043,220 △ 30.0 52,881

繰 越 金 100,000 0.4 100,000 0.4 0 0.0 2,176

諸 収 入 1,027,383 4.1 203,556 0.9 823,827 404.7 22,351

市 債 5,571,300 22.5 3,925,000 16.7 1,646,300 41.9 121,207

歳 入 合 計 24,780,000 100.0 23,440,000 100.0 1,340,000 5.7 539,106

比 較 市 民 １ 人
あ た り
負 担 額
（ 円 ）

構成比 構成比
区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

注）市民1 人あたり負担額は平成28 年度の数値です。（人口は、H28.1.1 現在総人口 45,965 人） 

  表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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図2 科目別歳入予算の比較 
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図3 一般会計歳入内訳（自主財源と依存財源） 

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

 

  

依 存 財 源・・・ 地方交付税、市債、国庫・県支出金など国や県により配分される財源です。 

自 主 財 源・・・ 市民税、固定資産税、使用料など自主的に収入しうる財源です。 
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表4　科目別歳入予算の推移

予 算 額 前年度増減額 増 減 率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

平 成 19 年 度 18,550,000 980,000 5.6 8,164,418 44.0 1,850,000 10.0

平 成 20 年 度 19,800,000 1,250,000 6.7 8,535,697 43.1 1,689,000 8.5

平 成 21 年 度 16,590,000 △ 3,210,000 △ 16.2 7,337,339 44.2 2,000,000 12.1

平 成 22 年 度 16,800,000 210,000 1.3 7,305,263 43.5 2,000,000 11.9

平 成 23 年 度 18,067,000 1,267,000 7.5 7,140,412 39.5 2,200,000 12.2

平 成 24 年 度 20,330,000 2,263,000 12.5 7,358,579 36.2 3,200,000 15.7

平 成 25 年 度 21,880,000 1,550,000 7.6 7,466,410 34.1 3,730,000 17.0

平 成 26 年 度 22,440,000 560,000 2.6 7,991,237 35.6 3,900,000 17.4

平 成 27 年 度 23,440,000 1,000,000 4.5 8,124,133 34.7 2,700,000 11.5

平 成 28 年 度 24,780,000 1,340,000 5.7 7,974,598 32.2 2,350,000 9.5

年 度
歳 入 合 計 市　　　税 地方交付税

 
 

 

図4 科目別歳入予算の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

981,195 5.3 2,802,001 15.1 2,048,500 11.0 2,703,886 14.6

1,068,320 5.4 3,067,002 15.5 2,706,100 13.7 2,733,881 13.8

829,524 5.0 2,785,002 16.8 902,100 5.4 2,736,035 16.5

928,995 5.5 2,213,299 13.2 1,633,500 9.7 2,718,943 16.2

1,631,444 9.0 1,574,001 8.7 2,768,000 15.3 2,753,143 15.2

1,920,931 9.4 1,057,801 5.2 4,120,600 20.3 2,672,089 13.1

2,044,581 9.3 1,916,650 8.8 4,062,300 18.6 2,660,059 12.2

1,762,903 7.9 3,351,965 14.9 2,644,300 11.8 2,789,595 12.4

2,042,582 8.7 3,473,892 14.8 3,925,000 16.7 3,174,393 13.5

2,500,855 10.1 2,430,672 9.8 5,571,300 22.5 3,952,575 16.0

市　　　債 そ　の　他国庫支出金 繰　入　金

 
 

 

 

図5 科目別歳入予算の構成比 

市税

79.7億円
32.2%

地方交付税

23.5億円

9.5%

国庫支出金

25.0億円
10.1%

繰入金

24.3億円

9.8%

市債

55.7億円

22.5%

その他

39.5億円
16.0%

平成28年度

247.8億円

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（２）市税 

平成28 年度の市税収入の予算は、表5 のとおり1 億5 千万円減の79 億7 千万円を計上しました。 

個人市民税は、7 千万円増の24 億円を計上しました。これは、前年度実績から徴収率の増を見込んだ

ためです。 

法人市民税は、4 億7 千万円減の7 億3 千万円を計上しました。これは、前年度実績や地元企業の業

績傾向、法人税率引下げの影響によるものです。 

固定資産税は、2 億3 千万円増の44 億3 千円を計上しました。これは、前年度実績や市内企業の設

備投資による償却資産の増が見込んだためです。 

軽自動車税は、1 千万円増の1 億3 千万円を計上しました。これは、税率改正の影響を見込んだため

です。 

なお、これまでの市税収入予算の推移は表6、図6、市税収入予算の構成比は図7 をご覧ください。 

 

表5 市税収入予算の状況                        （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ
(A-

B)/B

3,092,257 38.8 3,496,975 43.0 △ 404,718 △ 11.6 67,274

個 人 2,364,360 29.6 2,296,375 28.3 67,985 3.0 51,438

法 人 727,897 9.1 1,200,600 14.8 △ 472,703 △ 39.4 15,836

4,427,422 55.5 4,195,650 51.6 231,772 5.5 96,322

134,891 1.7 123,407 1.5 11,484 9.3 2,935

312,000 3.9 300,000 3.7 12,000 4.0 6,788

8,028 0.1 8,100 0.1 △ 72 △ 0.9 175

－ - 1 0.0 △1 皆減 -

7,974,598 100.0 8,124,133 100.0 △ 149,535 △ 1.8 173,493

鉱 産 税

合 計

平 成 27 年 度 比 較

市 た ば こ 税

入 湯 税

市 民 １ 人
あ た り
負 担 額
（ 円 ）

構成比 構成比

軽 自 動 車 税

平 成 28 年 度

市 民 税

区　　分

固 定 資 産 税

 

注）市民1 人あたり負担額は平成28 年度の数値です。（人口は、H28.1.1 現在総人口 45,965 人） 

  表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

表6 市税収入予算の推移                        （単位：百万円） 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

3,476 3,687 2,624 2,409 2,256 2,520 2,828 3,264 3,497 3,092

個 人 2,244 2,312 2,323 2,256 1,987 2,246 2,268 2,296 2,296 2,364

法 人 1,233 1,375 301 152 269 274 560 968 1,201 728

4,334 4,482 4,347 4,574 4,529 4,481 4,214 4,301 4,196 4,427

101 103 102 103 107 111 116 118 123 135

244 255 256 212 240 240 300 300 300 312

10 9 9 7 7 7 8 8 8 8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 －

8,164 8,536 7,337 7,305 7,140 7,359 7,466 7,991 8,124 7,975

区　　分

市 民 税

固 定 資 産 税

市 税 合 計

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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図6 市税収入予算の推移 
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図7 市税収入予算の構成比 

市民税（個人）

23.6億円
29.6%

市民税（法人）

7.3億円
9.1%

固定資産税

44.3億円

55.5%

その他

4.6億円
5.7%

平成28年度

79.8億円

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（３）地方交付税 

平成28 年度の地方交付税は、表７のとおり3 億5 千万円減の23 億5 千万円を計上しました。 

普通交付税は、基準となる収入額と需要額の差額を財源不足分として国から交付されます。平成28 年

度は、3 億円減の21 億円を計上しました。これは、平成25 年度の合併特例債を２年で償還し終わり公

債費が大幅減となったことで、財源不足額の減が見込まれること、合併後13 年目に入り合併特例措置終

了に伴う縮減措置が前年度の3 割から5 割へと引上げられることによるものです。この縮減措置は平成

３０年度まで続き、合併の特例で嵩増されていた交付税額が段階的に減額されます。 

特別交付税は、5 千万円減の2 億5 千万円を計上しました。これは、他県の大規模災害への重点配分

が予測されるためです。 

なお、地方交付税予算の推移は図8、普通交付税の一本算定・個別算定は図9 をご覧ください。 

 

表7 地方交付税予算の状況                        （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

普 通 交 付 税 2,100,000 89.4 2,400,000 88.9 △ 300,000 △ 12.5

特 別 交 付 税 250,000 10.6 300,000 11.1 △ 50,000 △ 16.7

地 方 交 付 税 合 計 2,350,000 100.0 2,700,000 100.0 △ 350,000 △ 13.0

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 
注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図8 地方交付税予算の推移 
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11 

図9 普通交付税の一本算定・個別算定 
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注）平成26 年度までは実績、平成27 年度は決算見込みです。 

 

 

 

 

 

地方交付税制度・・・ 地方公共団体間の地域格差をなすため財源の不均衡を是正し、すべての地方公

共団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行うのに必要な財源が確保される

制度です。 

普 通 交 付 税・・・ 地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できるようにする

ため、地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額を算定し、

財源不足額が生じる場合に交付されるものです。 

特 別 交 付 税・・・ 普通交付税において捕捉されなかった特別の財政需要に対して、また災害等の

ため特別の財政需要の増加または財政収入の減少に対して交付されるものです。 

 

 

 

●合併による普通交付税の算定 

普通交付税の算定は、合併による特例措置として合併算定替による普通交付税措置があり、合併後

１０年間は旧４町の交付税額を個別に算定した合算額（個別算定）と合併後のいなべ市の交付税額（一

本算定）とを比較し、多い方の額が交付税額となります。 

その後、５年間の激変緩和期間で段階的に縮減され、平成３１年度からは一本算定の額となります。 
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（４）市債 

平成28 年度の市債は、表8 のとおり16 億5 千万円増の55 億7 千万円を計上しました。 

合併特例債は、9 億9 千万円減の17 億2 千万円を計上しました。庁舎建設事業や障害者福祉施設整

備事業などの新市建設計画に基づくまちづくり事業の財源として借入れます。 

緊急防災・減災事業債は、8 億7 千万円増の10 億8 千万円を計上しました。東日本大震災を教訓に、

大規模災害に対応するため、防災拠点施設整備事業や、消防団詰所整備事業、消防団消防車両の購入のた

めの財源として借入れます。 

臨時財政対策債は、1 億円減の9 億円を計上しました。これは、市税収入等の状況や財政見通しを考

慮し全国的な発行総額が減少しているためです。 

  市債予算額の増などにより市債依存度は5.8 ポイント上昇しました。 

  なお、市債予算額・依存度の推移は図10、合併特例債予算額の推移は図11、合併特例債発行済額の

決算額と累計は図12 をご覧ください。 

 

表8 市債予算の状況                           （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

4,670,300 83.8 2,925,000 74.5 1,745,300 59.7

うち合併特例債 1,715,800 30.8 2,706,300 69.0 △ 990,500 △ 36.6

うち緊急防災・減
災事業債

1,082,800 19.4 211,700 5.4 871,100 411.5

1,000 0.0 － - 1,000 皆増

900,000 16.2 1,000,000 25.5 △ 100,000 △ 10.0

5,571,300 100.0 3,925,000 100.0 1,646,300 41.9

平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

合 計

１　普通債

３　臨時財政対策債

平 成 28 年 度

区　　分

２　災害復旧債

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図10 市債予算額・依存度の推移 
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図11 合併特例債予算額の推移 
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図12 合併特例債発行済額の決算額と累計 
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合併特例債決算予定額

発行済額（年度） 発行済額累計 発行可能残額

借入上限額 235.2億円

 

 

市 債・・・ 地方公共団体が事業を実施する際に一般財源や国庫支出金等の特定財源をもっ

てあてますが、これ以上に財源が必要な場合に借入れする資金です。 

合 併 特 例 債・・・ 合併市町村が、まちづくり推進のため市町村建設計画に基づいて行う事業や基

金の積立に要する経費について、その財源として借り入れることができる地方債の

ことです。合併特例債によって充当できるのは対象事業費の95％以内で、その元

利償還金の70％が普通交付税に算入されます。 

市 債 依 存 度・・・ 歳入総額に占める市債の割合です。 

臨時財政対策債・・・ 国から地方公共団体に分配する地方交付税が足りないため、その不足する金額

の一部を地方公共団体で借金をして、一般財源として使うことができる地方債で

す。返済年度において100％が普通交付税に算入されます。  
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２－２ 一般会計歳出予算の状況 

（１）科目別歳出予算の状況 

平成28年度の科目別歳出予算は、表9、図13のとおり247億8千万円を計上しました。 

総務費は、6億1千万円の減となりました。これは、法人税の還付加算金を納税実績から判断して減額

したことや、員弁土地開発公社が行う庁舎用地先行取得事業に対する貸付金を減額したことによるもので

す。庁舎建設事業については、新庁舎周辺整備実施設計や員弁土地開発公社からの用地の買戻しを行いま

す。 

民生費は、10億1千万円の増となりました。これは、所得の低い高齢者を支援する年金生活者等支援

臨時福祉給付金事業を新しく追加したことや、障がい者総合支援センター、障がい者グループホーム、障

がい者就労支援施設、員弁東保育園などの整備事業を行うためです。この他、員弁西保育園が４月から民

営化するため、私立保育園運営支援事業が増額となっています。 

土木費は、8億2千万円の増となりました。これは、阿第１０７号線道路の２期工事や員弁土地開発公

社からの用地の買戻しを行うためです。 

教育費は、6億7千万円の増となりました。これは、治田小学校や藤原小学校、笠間小学校の整備事業

を行うためです。 

公債費は、13億7千万円の減となりました。これは、平成25年度に借入れた合併特例債の償還が終了

したためです。 

諸支出金は、8億4千万円の増となりました。これは、員弁土地開発公社貸付金返済分を庁舎建設基金

へ積立てるためです。 

なお、科目別歳出予算の推移は、図14をご覧ください。 

 

表9 科目別歳出予算の状況                        （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

議 会 費 245,347 1.0 259,193 1.1 △ 13,846 △ 5.3

総 務 費 3,195,486 12.9 3,801,734 16.2 △ 606,248 △ 15.9

民 生 費 8,156,978 32.9 7,150,755 30.5 1,006,223 14.1

衛 生 費 1,433,160 5.8 1,452,019 6.2 △ 18,859 △ 1.3

農 林 水 産 業 費 712,792 2.9 765,166 3.3 △ 52,374 △ 6.8

商 工 費 184,142 0.7 161,000 0.7 23,142 14.4

土 木 費 3,075,329 12.4 2,253,305 9.6 822,024 36.5

消 防 費 1,018,744 4.1 993,636 4.2 25,108 2.5

教 育 費 4,062,119 16.4 3,389,543 14.5 672,576 19.8

災 害 復 旧 費 6,830 0.0 6,850 0.0 △ 20 △ 0.3

公 債 費 1,780,405 7.2 3,151,986 13.4 △ 1,371,581 △ 43.5

諸 支 出 金 858,668 3.5 14,813 0.1 843,855 5,696.7

予 備 費 50,000 0.2 40,000 0.2 10,000 25.0

歳 出 合 計 24,780,000 100.0 23,440,000 100.0 1,340,000 5.7

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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図13 科目別歳出予算の状況 
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図14 科目別歳出予算の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（２）性質別歳出予算の状況 

平成28 年度の性質別歳出予算は、表10、図15 のとおりです。 

義務的経費は、11 億円の減となりました。人件費は、5 千万円の増となりました。これは、業務量の

増加や、業務の多様化、再雇用制度に対応するため、職員数を増員したこと、人事院勧告に基づく勤勉手

当の増加などによるものです。扶助費は、2 億 2 千万円の増となりました。これは、員弁西保育園の民

営化に伴い私立保育園運営扶助費が増加したためです。公債費は、13 億7 千万円の減となりました。こ

れは、平成25 年度に借り入れた合併特例債の償還が終了したことなどによるものです。 

投資的経費は、22 億9 千万円の増となりました。普通建設事業費は、64 億円を計上しました。庁舎

建設事業や員弁東保育園整備事業などのまちづくり事業や藤原小学校、治田小学校、笠間小学校の整備事

業、緊急避難場所整備事業、消防団詰所整備事業、消防団消防車両購入などの防災・減災事業を行います。 

その他の経費は、1 億 5 千万円の増となりました。物件費は、7 千万円の減となりました。これは、

戸籍システム再構築事業の終了などによるものです。補助費等は、1 億 7 千万円の増となりました。こ

れは、所得の低い高齢者を支援する年金生活者等支援臨時福祉給付金事業を新しく追加したことなどによ

るものです。積立金は、8 億 4 千万円の増となりました。これは、員弁土地開発公社貸付金返済分を庁

舎建設基金へ積み立てるためです。貸付金は、8 億 4 千万円の減となりました。これは、員弁土地開発

公社が行った庁舎用地先行取得事業に対する貸付金を減額したためです。 

なお、性質別歳出予算の推移は、表11、図16 をご覧ください。 

 

表10 性質別歳出予算の状況                        （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

8,025,789 32.4 9,123,898 38.9 △ 1,098,109 △ 12.0 174,607

人件費 3,184,133 12.8 3,131,818 13.4 52,315 1.7 69,273

扶助費 3,061,251 12.4 2,840,094 12.1 221,157 7.8 66,600

公債費 1,780,405 7.2 3,151,986 13.4 △ 1,371,581 △ 43.5 38,734

6,407,946 25.9 4,115,031 17.6 2,292,915 55.7 139,409

普通建設事業費 6,401,116 25.8 4,108,181 17.5 2,292,935 55.8 139,261

災害復旧事業費 6,830 0.0 6,850 0.0 △ 20 △ 0.3 149

10,346,265 41.8 10,201,071 43.5 145,194 1.4 225,090

物件費 4,169,443 16.8 4,236,638 18.1 △ 67,195 △ 1.6 90,709

維持補修費 33,228 0.1 34,314 0.1 △ 1,086 △ 3.2 723

補助費等 2,526,682 10.2 2,361,056 10.1 165,626 7.0 54,970

積立金 859,568 3.5 16,813 0.1 842,755 5,012.5 18,700

貸付金 3,000 0.0 843,000 3.6 △ 840,000 △ 99.6 65

繰出金 2,704,344 10.9 2,669,250 11.4 35,094 1.3 58,835

予備費 50,000 0.2 40,000 0.2 10,000 25.0 1,088

24,780,000 100.0 23,440,000 100.0 1,340,000 5.7 539,106

市 民 １ 人
あ た り
負 担 額
（ 円 ）

義務的経費

投資的経費

その他の経費

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比
区　　分

歳　出　合　計  

注）市民1 人あたり負担額は平成28 年度の数値です。（人口は、H28.1.1 現在総人口 45,965 人） 

表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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図15 性質別歳出予算の状況 
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義 務 的 経 費・・・ 歳出のうち、その支出が義務付けられ任意に節減できない経費で、極めて硬直

性の強い経費のことで、人件費、扶助費、公債費の３つの経費があります。 

投 資 的 経 費・・・ その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るも

のに支出される経費のことで、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費

の３つの経費があります。 
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表11 性質別歳出予算の推移 

予 算 額 前年度増減額 増 減 率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

平 成 19 年 度 18,550,000 980,000 5.6 3,638,477 19.6 1,341,809 7.2

平 成 20 年 度 19,800,000 1,250,000 6.7 3,558,222 18.0 1,349,715 6.8

平 成 21 年 度 16,590,000 △ 3,210,000 △ 16.2 3,433,463 20.7 1,413,651 8.5

平 成 22 年 度 16,800,000 210,000 1.3 3,357,434 20.0 1,416,711 8.4

平 成 23 年 度 18,067,000 1,267,000 7.5 3,302,737 18.3 2,238,337 12.4

平 成 24 年 度 20,330,000 2,263,000 12.5 3,097,538 15.2 2,135,389 10.5

平 成 25 年 度 21,880,000 1,550,000 7.6 3,104,027 14.2 2,744,011 12.5

平 成 26 年 度 22,440,000 560,000 2.6 2,990,821 13.3 2,805,303 12.5

平 成 27 年 度 23,440,000 1,000,000 4.5 3,131,818 13.4 2,840,094 12.1

平 成 28 年 度 24,780,000 1,340,000 5.7 3,184,133 12.8 3,061,251 12.4

年 度
歳 出 合 計 人　件　費 扶　助　費

 

 

図16 性質別歳出予算の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（単位：千円、％） 

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

2,316,299 12.5 2,613,915 14.1 2,149,162 11.6 6,490,338 35.0

2,523,920 12.7 3,373,841 17.0 2,476,321 12.5 6,517,981 32.9

2,265,923 13.7 727,434 4.4 2,433,290 14.7 6,316,239 38.1

2,255,438 13.4 1,255,978 7.5 2,362,461 14.1 6,151,978 36.6

2,246,288 12.4 1,497,252 8.3 2,474,770 13.7 6,307,616 34.9

2,213,821 10.9 3,929,535 19.3 2,472,435 12.2 6,481,282 31.9

3,207,630 14.7 3,971,161 18.1 2,472,215 11.3 6,380,956 29.2

4,466,456 19.9 3,091,295 13.8 2,495,849 11.1 6,590,276 29.4

3,151,986 13.4 4,115,031 17.6 2,669,250 11.4 7,531,821 32.1

1,780,405 7.2 6,407,946 25.9 2,704,344 10.9 7,641,921 30.8

繰　出　金 そ　の　他公　債　費 投資的経費
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（３）節別歳出予算の状況 

平成28 年度の節別歳出予算は、表12 のとおりです。 

工事請負費の増は、障がい者総合支援センターなどの障がい者施設や、阿第１０７号線道路改良、藤原

小学校、笠間小学校の整備事業などに係る工事費の増によるものです。 

公有財産購入費の増は、庁舎関連施設建設用地購入費の増によるものです。 

負担金、補助金及び交付金の増は、年金生活者等支援臨時福祉給付金の増などによるものです。 

扶助費の増は、員弁西保育園の民営化による私立保育園運営扶助費の増によるものです。 

積立金の増は、員弁土地開発公社貸付金返済分を庁舎建設基金に積立てたことによるものです。 

償還金利子及び割引料の減は、起債の償還金の減によるものです。 

 

表12 節別歳出予算の状況                      （単位：千円、％） 

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

1 報酬 133,683 0.5 147,620 0.6 △ 13,937 △ 9.4

2 給料 1,449,729 5.9 1,423,576 6.1 26,153 1.8

3 職員手当等 1,089,413 4.4 1,034,263 4.4 55,150 5.3

4 共済費 665,132 2.7 676,657 2.9 △ 11,525 △ 1.7

5 災害補償費 420 0.0 420 0.0 0 0.0

6 恩給及び退職年金 － - － - － -

7 賃金 727,062 2.9 717,009 3.1 10,053 1.4

8 報償費 106,354 0.4 65,974 0.3 40,380 61.2

9 旅費 44,742 0.2 45,487 0.2 △ 745 △ 1.6

10 交際費 1,650 0.0 1,650 0.0 0 0.0

11 需用費 689,995 2.8 745,011 3.2 △ 55,016 △ 7.4

12 役務費 126,972 0.5 130,374 0.6 △ 3,402 △ 2.6

13 委託料 3,058,536 12.3 3,292,362 14.0 △ 233,826 △ 7.1

14 使用料及び賃借料 152,693 0.6 137,413 0.6 15,280 11.1

15 工事請負費 4,812,828 19.4 3,259,203 13.9 1,553,625 47.7

16 原材料費 6,664 0.0 8,318 0.0 △ 1,654 △ 19.9

17 公有財産購入費 1,041,757 4.2 175,715 0.7 866,042 492.9

18 備品購入費 300,332 1.2 152,692 0.7 147,640 96.7

19 負担金、補助及び交付金 1,723,101 7.0 1,632,015 7.0 91,086 5.6

20 扶助費 3,044,391 12.3 2,822,694 12.0 221,697 7.9

21 貸付金 3,000 0.0 843,000 3.6 △ 840,000 △ 99.6

22 補償、補填及び賠償金 99,350 0.4 40,580 0.2 58,770 144.8

23 償還金利子及び割引料 1,885,316 7.6 3,357,548 14.3 △ 1,472,232 △ 43.8

24 投資及び出資金 － - － - － -

25 積立金 859,568 3.5 16,813 0.1 842,755 5,012.5

26 寄付金 － - － - － -

27 公課費 2,968 0.0 4,356 0.0 △ 1,388 △ 31.9

28 繰出金 2,704,344 10.9 2,669,250 11.4 35,094 1.3

29 予備費 50,000 0.2 40,000 0.2 10,000 25.0

歳　出　合　計 24,780,000 100.0 23,440,000 100.0 1,340,000 5.7

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（４）社会保障施策に要する経費 

消費税率が平成２６年４月１日より5％から8％へ引き上げられたことにより、地方消費税率について

も 1％から 1.7％に引き上げられました。この引き上げ分については、「消費税法第１条第２項に規定す

る経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるもの

とする」と地方税法に規定され、「社会保障・税の一体改革大綱」（平成 24 年 2 月 17 日閣議決定）に

おいてその使途を明確にすることとされています。 

平成28 年度の地方消費税交付金は、実績も踏まえ、8 億円を見込んでいます。このうち消費税率引き

上げに伴う社会保障財源化分は、3 億円と見込みました。 

社会保障施策に要する経費については、表13 のとおりです。 

 

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分）             ３００，０００千円 

（歳出）社会保障施策に要する経費のうち社会保障財源化分充当事業  ７，８９６，８２０千円 

 

表13 社会保障施策に要する経費                        （単位：千円） 

総合福祉事業費
（社会福祉協議会補助金等）

258,866 2,314 0 30 20,200 236,322

障害者福祉事業費
（障害者自立支援給付費等）

2,278,801 849,184 979,300 2,089 35,200 413,028

高齢者福祉事業費
（老人福祉施設保護措置費等）

115,886 117 0 4,720 8,700 102,349

児童福祉事業費
（私立保育園運営補助金等）

2,767,965 1,004,486 204,800 303,948 98,700 1,156,031

母子福祉事業費
（母子生活支援施設措置費等）

162,131 52,854 0 10 8,600 100,667

生活保護扶助事業費
（生活扶助費等）

356,431 287,565 0 800 5,400 62,666

その他社会福祉事業費
（自立相談支援事業委託料等）

204,954 185,730 0 0 1,500 162,533

小　　計 6,145,034 2,382,250 1,184,100 311,597 178,300 2,233,596

国民健康保険事業費
（繰出金等）

266,558 112,569 0 0 12,100 141,889

介護保険事業費
（繰出金等）

580,160 2,685 0 0 45,400 532,075

後期高齢者医療事業費
（繰出金等）

526,302 67,600 0 8,000 35,400 415,302

国民年金事業費
（システム改修業務委託料等）

3,003 3,003 0 0 0 0

小　　計 1,376,023 185,857 0 8,000 92,900 1,089,266

救急医療体制整備事業費
（産科医確保事業助成金等）

59,897 424 0 0 4,700 54,773

感染症予防事業費
（予防接種事業委託料等）

141,990 0 0 2,140 11,000 128,850

母子保健衛生事業費
（特定不妊治療費助成事業補助金等）

66,343 5,004 0 146 4,800 56,393

健康増進事業費
（健康増進事業委託料等）

24,069 0 0 0 1,900 22,169

その他保健衛生事業費
（各種健康診査事業委託料等）

83,464 2,319 0 0 6,400 74,745

小　　計 375,763 7,747 0 2,286 28,800 336,930

7,896,820 2,575,854 1,184,100 321,883 300,000 3,659,792

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

国県支出金 市 債 その他
引き上げ分の

地方消費税 その他

合　　　　計

事 業 名 経 費

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生
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３ 特別会計及び企業会計当初予算の状況 

特別会計全体の当初予算は、表14 のとおり3 億8 千万円増の118 億5 千万円を計上しました。 

国民健康保険特別会計は、2 億2 千万円増の54 億1 千万円を計上しました。 

後期高齢者医療特別会計は、2 千万円増の8 億6 千万円を計上しました。 

介護保険特別会計は、2 億2 千万円増の36 億2 千万円を計上しました。 

農業集落排水事業特別会計は、1 千万円減の2 億9 千万円を計上しました。 

下水道事業特別会計は、6 千万円減の16 億7 千万円を計上しました。 

企業会計の当初予算は、表15 のとおり3 億円減の18 億5 千万円を計上しました。 

 詳細は、各会計の項目をご覧ください。 

 

表14 特別会計の当初予算状況                     （単位：千円、％） 

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

国 民 健 康 保 険 5,410,000 5,191,000 219,000 4.2

後 期 高 齢 者 医 療 857,800 840,600 17,200 2.0

介 護 保 険 3,620,500 3,399,500 221,000 6.5

農業集落排水事業 291,400 303,700 △ 12,300 △ 4.1

下 水 道 事 業 1,670,300 1,732,000 △ 61,700 △ 3.6

合 計 11,850,000 11,466,800 383,200 3.3

区　　分

比 較

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

表15 企業会計の当初予算状況                     （単位：千円、％） 

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

水 道 事 業 1,847,033 2,143,814 △ 296,781 △ 13.8

区　　分

比 較

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（１）国民健康保険特別会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表16、図18 のとおり2 億2 千万円増の54 億1 千万円を計上しまし

た。 

歳入予算では、共同事業交付金が、1 億 2 千万の増となりました。これは、県内市町の国民健康保険

事業の財政負担を平準化することを目的とした保険財政共同安定化事業交付金が増加したためです。療養

給付費交付金は9 千万円の減となりました。 

歳出予算では、療養給付費などの保険給付費が1 億3 千万円の増となりました。国保連合会への共同

事業拠出金は、1 億2 千万円の増となりました。これらは、医療費の増によるものです。 

なお、予算規模の推移、一般会計からの繰入金の推移は、図17、図19 をご覧ください。 

 

表16 国民健康保険特別会計の科目別予算状況 

歳入予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

国 民 健 康 保 険 料 960,565 17.8 991,876 19.1 △ 31,311 △ 3.2

一 部 負 担 金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

使用料及び手数料 372 0.0 260 0.0 112 43.1

国 庫 支 出 金 899,957 16.6 827,765 15.9 72,192 8.7

療養給付費交付金 220,058 4.1 305,378 5.9 △ 85,320 △ 27.9

前期高齢者交付金 1,520,000 28.1 1,459,263 28.1 60,737 4.2

県 支 出 金 199,848 3.7 195,977 3.8 3,871 2.0

共 同 事 業 交 付 金 1,087,252 20.1 967,481 18.6 119,771 12.4

繰 入 金 266,558 4.9 239,640 4.6 26,918 11.2

繰 越 金 250,000 4.6 200,000 3.9 50,000 25.0

諸 収 入 5,388 0.1 3,358 0.1 2,030 60.5

歳 入 合 計 5,410,000 100.0 5,191,000 100.0 219,000 4.2

比 較

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

構成比 構成比
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歳出予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

総 務 費 62,164 1.1 61,683 1.2 481 0.8

保 険 給 付 費 3,435,120 63.5 3,308,969 63.7 126,151 3.8

老 人 保 健 拠 出 金 51 0.0 51 0.0 0 0.0

後期高齢者支援金 557,100 10.3 551,791 10.6 5,309 1.0

前期高齢者納付金 1,100 0.0 1,300 0.0 △ 200 △ 15.4

介 護 納 付 金 200,000 3.7 232,089 4.5 △ 32,089 △ 13.8

共 同 事 業 拠 出 金 1,088,003 20.1 967,545 18.6 120,458 12.4

保 健 事 業 費 49,228 0.9 50,568 1.0 △ 1,340 △ 2.6

公 債 費 750 0.0 750 0.0 0 0.0

諸 支 出 金 6,484 0.1 6,254 0.1 230 3.7

予 備 費 10,000 0.2 10,000 0.2 0 0.0

歳 出 合 計 5,410,000 100.0 5,191,000 100.0 219,000 4.2

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図17 国民健康保険特別会計の予算規模の推移 
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図18 国民健康保険特別会計の科目別予算状況 
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図19 一般会計からの当初予算繰入金の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（２）後期高齢者医療特別会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表17、図21 のとおり2 千万円増の8 億6 千万円を計上しました。 

歳入予算では、後期高齢者医療保険料が、2 千 2 百万円の増となりました。これは、特別徴収分、普

通徴収分ともに増となったためです。 

歳出予算では、事業運営に必要な後期高齢者医療広域連合への納付金が1 千 4 百万円の増となりまし

た。 

なお、予算規模の推移、一般会計からの繰入金の推移は、図20、図22 をご覧ください。 

 

表17 後期高齢者医療特別会計の科目別予算状況 

歳入予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

330,795 38.6 308,616 36.7 22,179 7.2

使用料及び手数料 50 0.0 61 0.0 △ 11 △ 18.0

繰 入 金 526,302 61.4 531,270 63.2 △ 4,968 △ 0.9

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

諸 収 入 652 0.1 652 0.1 0 0.0

歳 入 合 計 857,800 100.0 840,600 100.0 17,200 2.0

比 較

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

構成比 構成比

 

 

歳出予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

総 務 費 21,353 2.5 17,953 2.1 3,400 18.9

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

834,796 97.3 820,996 97.7 13,800 1.7

諸 支 出 金 651 0.1 651 0.1 0 0.0

予 備 費 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 857,800 100.0 840,600 100.0 17,200 2.0

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図20 後期高齢者医療特別会計の予算規模の推移 
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図21 後期高齢者医療特別会計の科目別予算状況 
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図22 一般会計からの当初予算繰入金の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（３）介護保険特別会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表18、図24 のとおり2 億2 千万円増の36 億2 千万円を計上しまし

た。 

歳入予算では、保険料が6 千万円、介護給付費負担金や調整交付金などの国庫支出金が8 千万円、支

払基金交付金が6 千万円、介護給付費負担金などの県支出金が4 千万円の増となりました。これらは、

保険給付費の増加や地域支援事業費の拡大に伴うものです。その一方で、一般会計からの繰入金は 2 千

万円の減となりました。 

歳出予算では、保険給付費が、1 億 7 千万円の増となりました。これは、介護サービス給付の件数増

や市内介護施設の増によるものです。地域支援事業費は、6 千万円の増となりました。これは、今まで全

国一律で行ってきた介護予防事業を、市独自で介護予防・日常生活支援総合事業として拡大し、サービス

の多様化を図るためのものです。 

なお、予算規模の推移、一般会計からの繰入金の推移は、図23、図25 をご覧ください。 

 

表18 介護保険特別会計の科目別予算状況 

歳入予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

保 険 料 777,061 21.5 712,691 21.0 64,370 9.0

分担金及び負担金 4,641 0.1 6,708 0.2 △ 2,067 △ 30.8

使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 875,413 24.2 798,799 23.5 76,614 9.6

支 払 基 金 交 付 金 944,009 26.1 883,100 26.0 60,909 6.9

県 支 出 金 437,710 12.1 399,401 11.7 38,309 9.6

財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

繰 入 金 580,160 16.0 597,294 17.6 △ 17,134 △ 2.9

繰 越 金 1,500 0.0 1,500 0.0 0 0.0

諸 収 入 4 0.0 5 0.0 △ 1 △ 20.0

歳 入 合 計 3,620,500 100.0 3,399,500 100.0 221,000 6.5

比 較

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

構成比 構成比

 

 

歳出予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

総 務 費 89,581 2.5 108,880 3.2 △ 19,299 △ 17.7

保 険 給 付 費 3,275,487 90.5 3,101,035 91.2 174,452 5.6

地 域 支 援 事 業 費 233,347 6.4 175,051 5.1 58,296 33.3

基 金 積 立 金 1 0.0 150 0.0 △ 149 △ 99.3

公 債 費 9,570 0.3 11,170 0.3 △ 1,600 △ 14.3

諸 支 出 金 2,514 0.1 2,214 0.1 300 13.6

予 備 費 10,000 0.3 1,000 0.0 9,000 900.0

歳 出 合 計 3,620,500 100.0 3,399,500 100.0 221,000 6.5

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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図23 介護保険特別会計の予算規模の推移 
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図24 介護保険特別会計の科目別予算状況 
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図25 一般会計からの当初予算繰入金の推移
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（４）農業集落排水事業特別会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表19、図27 のとおり1 千万円減の2 億9 千万円を計上しました。 

歳入予算では、県支出金が、7 百万円の減となりました。これは、機能強化対策事業補助金が減となっ

たためです。一般会計からの繰入金は、7 百万円の減となりました。市債は1 千6 百万円を計上しまし

た。地方公営企業法適化業務や、県補助金を活用しながら行う機能強化事業などの財源として借入れます。 

歳出予算では、施設費が、1 千万円の減となりました。これは、処理場機器取替工事や中継ポンプ施設

工事などの機能強化対策事業や、管路施設工事などの減によるものです。 

なお、予算規模の推移、一般会計からの繰入金の推移は、図26、図28 をご覧ください。 

 

表19 農業集落排水事業特別会計の科目別予算状況 

歳入予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

分担金及び負担金 900 0.3 900 0.3 0 0.0

使用料及び手数料 54,269 18.6 55,710 18.3 △ 1,441 △ 2.6

県 支 出 金 10,000 3.4 16,500 5.4 △ 6,500 △ 39.4

繰 入 金 208,930 71.7 215,889 71.1 △ 6,959 △ 3.2

繰 越 金 1,000 0.3 1,000 0.3 0 0.0

諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

市 債 16,300 5.6 13,700 4.5 2,600 19.0

歳 入 合 計 291,400 100.0 303,700 100.0 △ 12,300 △ 4.1

歳出予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

施 設 費 157,681 54.1 169,972 56.0 △ 12,291 △ 7.2

公 債 費 132,719 45.5 132,728 43.7 △ 9 △ 0.0

予 備 費 1,000 0.3 1,000 0.3 0 0.0

歳 出 合 計 291,400 100.0 303,700 100.0 △ 12,300 △ 4.1

比 較

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

比 較

構成比 構成比

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図26 農業集落排水事業特別会計の予算規模の推移 
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図27 農業集落排水事業特別会計の科目別予算状況 
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図28 一般会計からの当初予算繰入金の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（５）下水道事業特別会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表20、図30 のとおり6 千万円減の16 億7 千万円を計上しました。 

歳入予算では、国庫支出金が、6 千万円の減となりました。これは、社会資本整備総合交付金の配分率

が低下傾向にあり、農業集落排水を公共下水道に接続する事業の減によるものです。県支出金は、2 千万

円の減となりました。これは、下水道普及率ジャンプアップ事業補助金制度が終了したためです。これら

の影響もあり、一般会計からの繰入金は4 千万円の増となりました。市債は、6 千万円を計上しました。

地方公営企業法適化業務や北勢沿岸流域下水道の県負担金などの財源として借入れます。 

歳出予算では、事業費が、6 千万円の減となりました。これは、農業集落排水を公共下水道に接続する

ための事業の減によるものです。 

なお、予算規模の推移、一般会計からの繰入金の推移は、図29、図31 をご覧ください。 

 

表20 下水道事業特別会計の科目別予算状況 

歳入予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

分担金及び負担金 15,637 0.9 15,388 0.9 249 1.6

使用料及び手数料 473,518 28.3 463,839 26.8 9,679 2.1

国 庫 支 出 金 7,000 0.4 67,000 3.9 △ 60,000 △ 89.6

県 支 出 金 609 0.0 22,574 1.3 △ 21,965 △ 97.3

繰 入 金 1,116,635 66.9 1,079,398 62.3 37,237 3.4

繰 越 金 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

市 債 55,900 3.3 82,800 4.8 △ 26,900 △ 32.5

歳 入 合 計 1,670,300 100.0 1,732,000 100.0 △ 61,700 △ 3.6

歳出予算 （単位：千円、％）

予　算　額 予　算　額 増　減 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ (A-B)/B

事 業 費 721,837 43.2 783,685 45.2 △ 61,848 △ 7.9

公 債 費 947,463 56.7 947,315 54.7 148 0.0

予 備 費 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 1,670,300 100.0 1,732,000 100.0 △ 61,700 △ 3.6

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

区　　分

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 比 較

構成比 構成比

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図29 下水道事業特別会計の予算規模の推移 
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図30 下水道事業特別会計の科目別予算状況 
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図31 一般会計からの当初予算繰入金の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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（６）水道事業会計当初予算の状況 

平成28 年度の当初予算は、表21、表22、図32、図33 のとおり収益的支出10 億1 千万円と資

本的支出8億3千万円で18億5千万円を計上しました。前年度と比較すると3億円の減となりました。 

収益的収入予算では、営業収益が、3 百万円の増となりました。これは、給水収益の増によるものです。

営業外収益は、1 千3 百万円の減となりました。これは、配水管移設工事負担金の減によるものです。 

収益的支出予算では、営業費用が、8 百万円の増となりました。これは、減価償却費の増などによるも

のです。営業外費用は、5 百万円の減となりました。これは、受託工事費の減などによるものです。 

資本的収入予算では、企業債が、1 億 3 百万円を計上しました。簡易水道統合整備事業の財源として

借入れます。 

資本的支出予算では、建設改良費が、3 億 7 百万円の減となりました。簡易水道統合整備事業や非常

時連絡管布設工事などの配水管布設工事は今年も行いますが、麻生田水源地建設事業の減によるものです。 

なお、一般会計からの補助金の推移については、図34 をご覧ください。 

 

表21 収益的収入及び支出の科目別予算状況 

収入 （単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

1,032,815 1,043,027 △ 10,212 △ 1.0

営 業 収 益 884,081 880,699 3,382 0.4

営 業 外 収 益 148,734 162,328 △ 13,594 △ 8.4

支出 （単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

1,012,522 1,010,179 2,343 0.2

営 業 費 用 886,598 878,449 8,149 0.9

営 業 外 費 用 124,819 130,230 △ 5,411 △ 4.2

特 別 損 失 1,105 1,500 △ 395 △ 26.3

水 道 事 業 費 用

比 較

区　　分

比 較

水 道 事 業 収 益

区　　分

 

 

図32 収益的収入及び支出の予算状況 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。  
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表22 資本的収入及び支出の科目別予算状況 

収入 （単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

278,991 316,995 △ 38,004 △ 12.0

企 業 債 102,800 133,600 △ 30,800 △ 23.1

出 資 金 75,753 73,547 2,206 3.0

負 担 金 52,500 52,500 0 0.0

加 入 金 13,662 12,798 864 6.8

補 助 金 34,276 44,550 △ 10,274 △ 23.1

支出 （単位：千円、％）

平成28年度 平成27年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）／Ｂ

834,511 1,133,635 △ 299,124 △ 26.4

建 設 改 良 費 538,267 845,348 △ 307,081 △ 36.3

企 業 債 償 還金 296,244 288,287 7,957 2.8

資 本 的 支 出

区　　分

比 較

資 本 的 収 入

区　　分

比 較

 

 

図33 資本的収入及び支出の予算状況 
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図34 一般会計からの当初予算補助金の推移 
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注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 
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４ 地方債の状況 

（１）一般会計の地方債 

一般会計の地方債現在高は、表23 のとおり40 億円増加して、平成28 年度末には232 億円となる

見込みです。市民1 人あたりの残高にすると、50 万円となります。（人口は、H28.1.1 現在人口45,965

人） 

合併特例債は、17 億2 千万円を計上しました。元利償還金の70％が普通交付税措置される制度とし

て、他の地方債に比べ有利な起債です。本年度は、庁舎建設事業や、員弁東保育園整備事業、障害者福祉

施設整備事業等の新市建設計画に基づくまちづくり事業に対して借入れます。 

即効性のある防災、減災のための事業に充てることができる緊急防災・減災事業債は、10 億8 千万円

を計上しました。緊急避難所整備事業や消防団の消防車購入事業、消防団詰所整備事業等に対して借入れ

ます。 

財源不足を補う臨時財政対策債は、9 億円を計上しました。市税収入等の状況や財政見通しを考慮しな

がら借入れます。 

平成30 年度まで合併特例債を活用した新市建設計画を進めるため、借入残高や公債費の増加が見込ま

れますが、市債管理基金やその他の財源を活用して財政の安定化を図りながら計画的に借入れます。 

一般会計地方債現在高の推移は、図35 をご覧ください。 

 

表23 一般会計地方債の状況                         （単位：千円） 

平成２７年度末 平成２８年度末

現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

7,862,440 4,670,300 859,161 11,673,579

うち合併特例債 6,131,888 1,715,800 642,367 7,205,321

うち緊急防災・減
災事業債

1,429,562 1,082,800 30,404 2,481,958

65,764 1,000 15,969 50,795

11,293,566 900,000 715,062 11,478,504

19,221,770 5,571,300 1,590,192 23,202,878

3　その他

合 計

平成２８年度中増減見込
区 分

１　普通債

2　災害復旧債

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図35 一般会計地方債現在高の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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（２）特別会計の地方債 

特別会計の地方債現在高は、表24 のとおり平成28 年度末で、農業集落排水事業が11 億円、下水道

事業が99 億円となる見込みです。市民１人あたりの残高にすると、24 万円となります。（人口は、

H28.1.1 現在人口45,965 人） 

農業集落排水事業は、2 千万円を計上しました。地方公営企業法適化業務や、平成24 年度に策定した

「農業集落排水機能強化事業計画」に基づき、国の支援を受けて行う機能強化対策事業に対して借入れま

す。 

下水道事業は、6 千万円を計上しました。建設改良がほぼ完了に近づき借入額が減少しているので、借

入現在高は徐々に減少していきます。今年度は地方公営企業法適化業務や国の支援を受けて行う農業集落

排水を公共下水道へ接続する事業、県の北勢沿岸流域下水道事業に対する負担金に対して借入れます。 

特別会計地方債現在高の推移は、図36 をご覧ください。 

 

表24 特別会計地方債の状況                        （単位：千円） 

平成２７年度末 平成２８年度末

現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

農業集落排水事業 1,212,020 16,300 99,848 1,128,472

下 水 道 事 業 10,540,701 55,900 715,033 9,881,568

合 計 11,752,721 72,200 814,881 11,010,040

平成２８年度中増減見込
区 分

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図36 特別会計地方債現在高の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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（３）企業会計の地方債 

企業会計の地方債現在高は、表25 のとおり2 億円減少して、平成28 年度末で36 億円となる見込

みです。市民１人あたりの残高にすると、8 万円となります。（人口は、H28.1.1 現在人口45,965 人） 

水道事業は、1 億3 百万円を計上しました。水道整備事業はほぼ完了に近づき、借入現在高のピーク

は過ぎましたが、安心、快適な給水環境を確保するため、簡易水道の統合整備事業に対して借入れます。 

企業会計地方債現在高の推移は、図37 をご覧ください。 

 

表25 企業会計地方債の状況                        （単位：千円） 

平成２７年度末 平成２８年度末

現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

水 道 事 業 3,811,988 102,800 296,244 3,618,544

区 分
平成２８年度中増減見込

 

 

図37 企業会計地方債現在高の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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（４）全会計の地方債 

全会計の地方債現在高は、平成27 年度末の348 億円から30 億円増加して、平成28 年度末で378

億円となる見込みです。市民１人当たりの残高にすると、82 万円となります。（人口は、H28.1.1 現在

人口45,965 人） 

 

全会計地方債現在高の推移は、図41 をご覧ください。 

 

図38 全会計地方債現在高の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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５ 基金の状況 

（１） 一般会計の基金 

一般会計基金の残高は表26、図39 のとおり、前年度に比べ16 億円減の133 億円となる見込みで

す。市民１人あたりの残高にすると、29 万円となります。（人口は、H28.1.1 現在人口45,965 人）

これは、員弁土地開発公社貸付金返済分の8 億4 千万円を庁舎建設基金へ積立てる一方、市債管理基金

を4 億円、財源調整のため財政調整基金を19 億7 千万円取崩すこととしたためです。 

財政調整基金の残高は、42 億円となる見込みです。今後も交付税の縮減措置に伴う一般財源の減少に

対応するため、残高は減少していくと予想しています。 

市債管理基金の残高は、22 億円となる見込みです。合併特例債を償還するため、取崩します。 

なお、財政調整基金の推移は図40 をご覧ください。 

 

表26 一般会計基金の状況                         （単位：千円） 

平成２８年度末 平成２８年度末

残 高 見 込 残 高 見 込

財 政 調 整 基 金 4,211,302 市 営 住 宅 整 備 基 金 19,672

市 債 管 理 基 金 2,241,012 災 害 対 策 基 金 100,112

地 域 福 祉 基 金 738,222 庁 舎 建 設 基 金 3,006,425

地 域 振 興 基 金 2,655,448
みえ森と緑の県民税市町

交 付 金 基 金
17,405

あじさいクリーンセン
タ ー 管 理 基 金

101,395
国民健康保険高額療養費

貸 付 基 金
15,000

育 英 基 金 11,508
ツアー・オブ・ジャパン
い な べ ス テ ー ジ 基 金

670

ア ジ ア ま な び や
基 金

34,004 農 業 公 園 整 備 基 金 92,046

物 づ く り ・ 発 明
支 援 基 金

14,395 合 計 13,258,615

基　金　名 基　金　名

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

  



 

41 

図39 一般会計基金の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 

 

図40 財政調整基金の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 

 

 

財政調整基金・・・ 災害や急激な景気後退などの不測の支出や減収に備えるとともに、年度間におけ

る財源の不均衡を調整するための基金です。 
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（２）特別会計の基金 

特別会計基金の残高は、表27、図41のとおり前年度に比べ15万円減の87万円となる見込みです。 

国民健康保険給付等支払基金、介護給付費準備基金、下水道事業基金に大きな変動はありません。 

 

表27 特別会計基金の状況               （単位：千円） 

平成２８年度末

残 高 見 込

国民健康保険給付
等 支 払 基 金

467

介 護 給 付 費
準 備 基 金

150

下 水 道 事 業 基 金 253

合 計 870

基　金　名

 

注）表示単位未満四捨五入のため、計算が合わない場合があります。 

 

図41 特別会計基金の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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（３）全会計の基金 

全会計基金の残高は、図42 のとおり、前年度に比べ16 億円減の133 億円となる見込みです。市民

１人当たりの残高にすると、29 万円となります。（人口は、H28.1.1 現在人口45,965 人） 

 

図42 全会計基金の推移 
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注）平成26 年度までは実績、平成27・28 年度は決算見込みです。 
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６ 部局別当初予算説明資料 

 

（１） 議 会 事 務 局 

 

当初予算編成における基本方針 

議会が市民の代表機関としての役割を果たすとともに、議会に対する市民の関心を高めます。 

議会運営の見直しを行い、議会の活性化を図るとともに、議会情報の公開を行い、より市民に開かれた議

会を目指します。 

 

１ 議会の活性化等 

議会が市民の代表機関として、行財政運営の監視や政策提案などの役割を果たすことができるよう、効率

的な議会運営を行うとともに、議員の調査活動基盤の充実など、議会の活性化を図ります。 

 

１－１ 議会運営の充実 

【主な事業】 

政務活動費交付事業 〔庶務課〕               ７，２００千円 

委員会行政視察事業 〔議事課〕               ３，６９６千円 

 

２ 市民に開かれた議会 

議会に対する市民の関心を高めるため、市民に開かれた議会を目指し市民への議会情報を提供します。 

 

２－１ 議会運営の充実 

【主な事業】 

会議録作成検索事業 〔議事課〕               ２，０５３千円 

議会広報誌作製事業 〔議事課〕               ２，０２２千円 



 

45 

（２） 監 査 委 員 事 務 局 

 

当初予算編成における基本方針 

市の行財政運営が、公正で合理的かつ効率的に行われているか、予算の執行又は事業の経営が適正に、効

果的で効率的かつ経済的に行われているかについて、平成２８年度監査計画に基づき対象部署への各種監

査、例月出納検査及び決算審査等を実施します。なお、監査等の日程については、市の主要なスケジュール

も考慮した設定を行います。 

 

１ 監査機能の充実 

市の財務に関する事務の執行が、適性かつ効率的に行われているかを主眼に監査等の実施を行います。ま

た、監査委員及び事務局職員が各種研修会に参加して、監査委員の識見及び事務局職員の知識の向上を図り

ます。 

 

１－１ 監査機能の充実 

【主な事業】 

監査委員事務局事業〔監査課〕               ３，２１０ 千円 
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（３） 企 画 部 

 

当初予算編成における基本方針 

「第２次いなべ市総合計画」スタートの年度に当たり“住んでいーな！来ていーな！”を実感できるまち

づくりを着実に進めます。地方創生を勝ち抜くために、いなべの独自性と存在感を積極的に打ち出し若者に

選ばれるまち“いなべ”を目指します。そこで平成27年度に策定した「いなべ市総合戦略」の具体的な事

業を本格的に進めます。 

また「グリーンクリエイティブいなべ」を推進し、新たな交流や生業を創り出すとともに、名古屋圏をメ

インターゲットとした「シティプロモーション」を展開し、いなべの認知度を向上させます。 

「第２次旧員弁郡定住自立圏共生ビジョン」に基づく東員町との連携など、地域間連携による人口定住や

地域活性化にも取組みます。過疎化や高齢化が著しい中山間地においては、引き続き「グリ－ンツ－リズム」

の取組を進め、各地区の特性を活かした活性化を図ります。 

いなべ市は、標準的で簡素なシステムを競争的に構築事業者に提案させることにより経常的なシステム経

費を大幅に節減し、その節減された経費を新たにコンビニ収納・コンビニ交付システムなど新規システム投

資に積極的に取組み、先進的な電子市役所を進めてきました。本年度は、教育関連でこれまで、小学校のパ

ソコン教室でディスクトップパソコンを使用した教育を行っていますが、タブレットパソコンを活用した授

業を取入れ、モデル校を指定して先進的な授業の実施に向けた取組を開始します。また、閲覧し易く使いや

すいホームページに刷新します。 

 

１ 計画の推進に向けて 

平成27年度に策定した「第2次いなべ市総合計画」と「いなべ市総合戦略」を着実に進めるため総合計

画審議会を開催します。総合戦略に基づく事業については、KPI（重要業績評価指標）の達成を常に意識し、

庁内共有を図りながら地方創生に取組むとともに、国の地方創生にかかる交付金等を積極的に確保、活用し、

総合戦略を推進します。 

「第２次行政改革大綱」に基づき、職員の削減や時間外手当の削減、補助金や料金の見直し、多様な市民

参画による行政サービスの提供などを進めます。本年度は、特に新庁舎建設に伴う公共施設適正配置の検討

を行います。また、限られた経営資源（人・物・金）を効果的・効率的に配分するため、事務事業評価と施

策評価の定着化を図ります。 

財政運営の充実については、地方分権が推進される中、地方公共団体にはこれまで以上に責任ある地域経

営が求められようとしています。また、第２次いなべ市総合計画によるまちづくりの長期的な展望を示して

いく上で、財政の効率化・適正化を図り、財政の透明性を高め、資産や将来の負担など全体像を示すことが

重要となります。 

総務省では平成３０年度までに、すべての地方公共団体は、現在の現金主義・単式簿記の会計を補完する

ものとして、発生主義・複式簿記による財務書類を作成するよう通達しています。このため、総務省が示し

た統一的な基準による地方公会計を導入するための準備を進めます。 

地域情報化の推進については、教育関連で、小学校のパソコン教室においてディスクトップパソコンを使

用した教育を行っていますが、本年度は、タブレットパソコンを活用した授業を取り入れ、モデル校を指定

して先進的な授業の実施に向けた取組を開始します。 

また、ホームページに関しては、より使いやすく、より見やすいホームページを目指したリニューアルに

向けて平成２７年度に基本設計を行いました。これを基に本年度で再構築を図ります。 

いなべ市は、ホームページ、携帯電話への情報配信、地理情報、公共施設の予約、図書の検索、簡易行政

手続き、コンビニ収納、コンビニ交付システム、災害情報など、市民の皆さんが使いやすく利用度の高い情

報システムづくりを進めています。さらに、標準的で簡素なシステムを競争的に構築事業者に提案させるこ

とにより経常的なシステム経費を大幅に節減し、その節減された経費を新たなシステムに投資するなど、各

種ＩＴシステムを活用した効率的で迅速な事務処理と市民サービスの向上を図るとともに、セキュリティポ
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リシーに従って情報漏えいや不正アクセスを防止し、地震等の災害やシステム障害などによる情報通信機能

の低下・停止への対策を強め、市民の皆さんの情報資産の確実な保護と安定した行政サービスの提供を行い

ます。 

これら優れたシステムの整備により、いなべ市はＩＴ ガバナンスランキングでも全国１２位（県下トッ

プ）、e-都市ランキングでも県内トップの評価を得ておりますが、これらのシステムがストップすることの

ないよう安定的に運用します。 

近年の情報通信技術の進歩などにより、市の保有する個人情報や情報資産の流出が懸念されるなか、個人

情報を適正に管理しつつ、市が保有する情報（公文書）の共有化と活用を進めるとともに、公文書の公開請

求や個人情報の開示請求などへの適切な対応を行っています。本年度においても、個人情報の管理や公文書

公開請求への対応の基礎となる、公文書管理の更なる適正化を進めます。 

また、公文書管理についても、いなべ市は先進的なファイリングシステムを構築し、いつでも必要な書類

を迅速に取出せる体制を整えています。このファイリングシステムは平成２３年に施行された公文書管理法

に即したもので、県下で導入しているのは唯一いなべ市だけ、全国の自治体でもまだわずかです。こうした

取組により、お客様を窓口で長くお待たせすることが無いようにします。 

少子高齢化や単身世帯の増加など社会の変化に加え、地域主権の流れの中で、市の受け持つ業務の範囲は

ますます拡大を続けています。また近年、法令遵守に対する市民の皆さんの関心は高く、市の施策を進める

に当たっては、民間企業以上に法令の遵守が求められています。 

こうしたことを背景に、従来の経験・知識に加え高度な法務能力が必要とされています。国の法令などの

制定改廃や市政の方向に対応するよう、最新の例規システムを運用するとともに、職員は法律実務に長じた

顧問弁護士のアドバイスを受け、法制執務研修を開催します。 

 

１－１ 総合的・計画的な行政の推進 

【主な事業】 

行政改革推進事業〔政策課〕                    ５３千円 

行政評価システム導入事業〔政策課〕               ２７３千円 

総合計画審議会事業〔政策課〕                  ４７３千円 

 

１－２ 財政運営の充実 

【主な事業】 

公会計改革推進事業〔財政課〕                ６，２３２千円 

 

１－３ 地域情報化の推進 

【主な事業】  

        新規システム構築事業〔法務情報課〕            ９７，０８６千円 

新規システム構築事業〔広報秘書課〕            ４０，０００千円 

基盤インフラ整備事業〔法務情報課〕            ２５，５２１千円 

インターネット系システム保守事業〔法務情報課〕      １４，７８２千円 

住民情報処理システム保守事業〔法務情報課〕        ７９，１４２千円 

庁内情報処理システム保守事業〔法務情報課〕        ３１，８２２千円 

情報セキュリティ対策事業〔法務情報課〕            ３，８９４千円 

情報管理体制充実事業〔法務情報課〕               ３１４千円 

 

１－４ 行政運営の充実 

【主な事業】 

文書管理支援事業〔法務情報課〕               １，７３７千円 

情報公開・個人情報保護制度運用支援事務〔法務情報課〕      ５９０千円 



 

48 

法制執務支援事業〔法務情報課〕               ７，２１７千円 

行政不服審査会事業〔法務情報課〕                ３５１千円 

        総合戦略促進事業〔政策課〕                             ２，８００千円 

 

２ いなべブランドの創造 

  平成27年度から「選ばれるまちいなべ」の創造を目指し、いなべ創生事業「グリーンクリエイティブい

なべ」を開始しました。昨年度は事業のメインターゲットである名古屋圏で「農と食」「アウトドア」など、

市の強みを活かしたプロモーションにより知名度を向上させることができました。本年度も引き続きＰＲを

継続するとともに、対象者の行動を次につなげる（いなべに関心をもつ、訪れる、移住する）よう、テスト

マーケティング、地域での起業・創業の支援、拠点の整備などを進めます。アウトドアの分野では、地域お

こし協力隊員や市民の皆さんと連携し、都市部へのＰＲと誘客に取組みます。 

 

２－１ グリーンクリエイティブいなべの推進 

【主な事業】 

グリーンクリエイティブいなべ推進事業〔政策課〕       ７，８１６千円 

地域おこし協力隊事業〔政策課〕               ７，９６３千円 

 

３ 定住・移住・交流の促進 

東員町との連携による定住自立圏構想の推進は7年目を迎えます。定住自立圏の形成促進は、地方創生の

基本目標の一つであり、更なる連携強化を進め人口の定住と地域の活性化を目指します。本年度は「子育て」

と「産業振興」分野において委員を増員し、新たな分野での連携を進めます。 

 「わか者・よそ者」が地域活性化のキーワードです。平成27年度から進める地域おこし協力隊制度では、

隊員が知恵を出し汗を流して地域の皆さんと交流しながら地域づくりのお手伝いに励んでいます。本年度も

地域の活性化の支援、農林業の応援、住民の生活支援などの地域おこし協力活動に意欲がある方を対象に「地

域おこし協力隊員」の募集を行います。また、活動のステップアップを図る研修や、任期終了後に定住でき

るよう起業・事業化に向けた研修などへの参加を促します。 

   

３－１  広域連携による定住・移住の促進 

【主な事業】 

定住自立圏構想推進事業〔政策課〕                ４２３千円 

 

３－２ 外部人材の協力による移住交流の促進 

【主な事業】 

地域おこし協力隊募集事業〔政策課〕               ９７６千円 

 

４ 市民が主役のまちづくり 

四日市大学や京都産業大学、地域おこし協力隊員などと連携し、住民を主体とした体験型のグリーン・ツ

ーリズムを推進することで地域の活性化と振興を図ります。本年度は自然や食を活用した交流のきっかけづ

くりとして「（仮称）小さな取組」 をモデル地区で始めます。 

市民活動センターは設置して8年目を迎え、福祉や環境・子育て・文化・まちづくりなど、様々な分野で

活動している１２１団体（平成２８年１月末現在）が登録しています。 

センターの運営に関しては、「市民が主役のまちづくり」を目指し、平成２７年度より委託事業として、

市民の皆さんにより設立されたＮＰＯ法人により自主運営されています。市民の皆さんが活動を始めたり活

動に参加する方の支援や、既に市民活動をされている方々や団体の安定運営を目的に、市民活動に役立つ研

修会や講座の開催、窓口相談、会場使用や機器材の利用といった個別支援の充実を図るとともに、これまで

通り年４回発行の情報誌、ホームページ、情報番組などを活用した情報の発信をすることで、より一層活発



 

49 

に活動できる環境づくりを行うとともに、市民の皆さんのマンパワーが多彩な分野で発揮できるようセンタ

ー機能の充実を図ります。 

平成２７年度は「情報誌Ｌｉｎｋ」が三重県広報コンクール広報部門及び写真部門でそれぞれ特選に選ば

れました。本年度も特集やいきいきマイタウンなど、取材を通して市民の皆さんと一緒に作る魅力的な広報

誌をお届けします。 

ホームページに関しては、平成２７年度により使いやすく、より見やすいホームページを目指したリニュ

ーアルに向けて基本設計を行いました。これをもとに本年度で再構築を図ります。 

市情報番組「いなべ１０」についても、平成２６年度に三重県広報コンクール映像部門で入選に選ばれま

した。本年度も市民の皆さんの活躍を積極的に紹介するなど、お茶の間にいなべの元気をお届けします。ま

た、テレビ放送を活用した情報発信を行い、市外の方へのプロモーションも積極的に行っていきます。より

多くの話題が新聞などのマスメディアに採り上げられるよう、効果的なプレスリリースを積極的に進めま

す。 

 

４－１ 市民参画と協働の推進 

【主な事業】 

グリーン・ツーリズム推進事業〔政策課〕           ６，２９０千円 

地域おこし協力隊事業〔政策課〕               ３，９７６千円 

市民活動センター事業〔市民活動室〕            １０，７２１千円 

 

４－２ 広報広聴の充実 

【主な事業】 

情報誌発行事業〔広報秘書課〕                ６，７３１千円 

ホームページ事業〔広報秘書課〕                 ３８４千円 

テレビ広報事業〔広報秘書課〕               １７，４２９千円 
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（４） 総 務 部 

 

当初予算編成における基本方針 

新庁舎の建設については、昨年度、地権者のご協力のもと、庁舎・道路建設用地を確保することができ、

実施設計を進めました。本年度は平成30 年度の完成を目指して開発行為等具体的な事業を進めます。また、

新庁舎建設に伴い緊急避難場所、防災拠点施設を設置する周辺整備においても用地確保及び建設計画も同時

に進めます。 

災害対策では、南海トラフ地震を想定した国の中央防災会議や三重県が公表しているいなべ市の被害予測

を踏まえて策定した「いなべ市の地域防災計画」を基本として防災・減災対策を推進します。いざという災

害時に自助・共助の精神のもと、地域で支えあう取組を今後も積極的に、自治会をはじめ法人や組織に働き

かけ、「自主防災」の組織化を推進していきます。なお、市民の生命と財産を守るとともに地域のリーダー

でもある消防団の活動支援として老朽化が進んでいる詰所の建替え計画を推進して、活動環境を整備します。 

次に、財政の最重要課題であります、税収の確保につきましては、本市は自動車関連企業に依存する部分

がほとんどでありますが、まだまだ日本経済の現状は不透明であり今後の動向も予断を許しません。今後も

堅実に収納業務を進めて行きたいと考えていますが、税を取り巻く環境も厳しいものがあり納税者の思いに

たった自主納税を推進するとともに、市民税、固定資産税などの課税対象者の的確な把握と公平かつ適正な

課税を行います。 

悪質な滞納者の対策については、三重県地方税管理回収機構への債権の移管を含め、厳正な滞納処分によ

り滞納額の縮減を図ります。 

遊休・未利用財産の処分及び財産の利活用を図る上で、処分予定地の測量調査業務費用、価格決定に係る

不動産鑑定費用等を計上し、積極的に遊休土地の有効活用・処分を実施することにより財源確保を図るとと

もに、維持管理費の削減を図ります。 

7 月には、参議院議員選挙が予定されています。この選挙から、選挙権年齢が20 歳以上から18 歳以

上に引き下げられます。選挙人名簿管理を徹底し公正な選挙事務を遂行します。 

職員の資質向上については、育成型人事評価制度による育成指導と各種研修への受講促進などにより、総

合的な人材育成を推進します。人事評価制度については、管理職を対象に評価結果を処遇に反映しており、

一層の制度と運用の適正化を図り信頼度を高めます。また、職員の健康管理面では、健康診断結果を基にし

た指導、相談を行います。メンタルヘルス対策については、早期の相談、指導による重症化予防などを図り、

職員一人ひとりが健康で職務に専念できるようにします。 

 

１ 安全で安心な危機管理対策の推進 

自然災害をはじめとするあらゆる災害から市民の皆さんの生命、身体及び財産を守るとともに被害を軽減

し、市民の皆さんの安心・安全を確保することが防災行政の基本です。 

災害時における多様な情報提供手段の要としてFM 放送を活用し、迅速で的確な災害情報などの配信を

行います。 

また、南海トラフ地震や土砂災害などの発生が危惧されているなか、市民の防災への関心を高め、「自助」

「共助」による防災力の強化を推進します。 

 

１－１ 危機管理体制の整備 

【主な事業】 

防災無線事業〔危機管理課〕                ６７，９９８千円 

災害対策用備蓄資材購入事業〔危機管理課〕          ５，６８２千円 
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１－２ 組織強化による消防力向上 

【主な事業】 

消防団施設整備事業〔危機管理課〕            １３５，１４０千円 

    ・消防団詰所建設工事（大安南分団）            ６５，０００千円 

    ・ポンプ付き消防自動車（大安西分団）           ２２，２５２千円 

 

１－３ 災害に強いまちづくり 

【主な事業】 

自主防災活動事業〔危機管理課〕               ５，４３１千円 

防災施設整備事業〔危機管理課〕             １０５，０００千円 

・緊急避難場所盛土工事                   ５，０００千円 

・防災拠点施設用地                   １００，０００千円 

 

２ 市民が主役のまちづくり 

コミュニティ活動は、市民が地域社会一員として自治会活動へ積極的に参加することで活性化されるため、

活動の拠点となる自治会施設や伝統行事に要する資機材の整備に対して支援します。 

 

２－１ コミュニティ組織の強化支援 

【主な事業】 

コミュニティ活動推進事業〔総務課〕            ５９，８３０千円 

コミュニティ施設整備事業〔総務課〕            ３２，１００千円 

 

３ 人事行政事務 

地方分権の進展や今後ますます多様化・高度化する行政ニーズや課題に的確に対応するためには、市政を

担う職員の能力・資質の一層の向上を図り、職員一人ひとりの能力や可能性を最大限に引き出すことができ

るよう人材の計画的な育成に取組むことが必要です。そのため、本年度も「いなべ市人材育成基本方針」に

基づき、「人事管理」「職場運営」「職員研修」を連携させた総合的な取組を進めます。 

人事評価制度については、平成２３年度から管理職員については評価実績に応じて勤勉手当を支給する制

度を開始しており、制度運用を通して人材育成の推進と公正な人事管理を行います。また、制度の改善を図

るとともに、評価者や管理職以外の職員に対する研修を計画的に実施し、評価の信頼性の向上と制度の定着

化を図ります。 

職員研修については、職位の各階層に応じて求められる能力を養成する階層別研修をはじめ、実務研修、

特別研修、派遣研修などを実施します。また、７年目となる定住自立圏形成推進に向けた研修については、

いなべ市、東員町両市町職員の資質向上と連携の充実を図ります。 

職員の健康管理については、安全衛生管理活動を推進し、定期健康診断の結果を反映させた健康相談やメ

ンタルヘルス対策を進めるなど、疾病の早期発見・早期治療と重症化予防を含む予防活動を重視した取組を

行います。 

 

３－１ 人事行政事務 

【主な事業】 

職員資質向上事業〔職員課〕                 ９，２７４千円 

職員福利厚生事務事業〔職員課〕              １２，００４千円 

 

４ 安心して暮らせる犯罪のないまちづくりの推進 

「防犯パトロールの手引き」をもとに、自治会や市民団体等へ防犯ボランティア団体の新規設立の啓発を

行います。 
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また、安心して暮らせる犯罪のないまちづくりを目指して防犯パトロール用資材の貸与を行い、地域一体

となる防犯活動を支援します。 

自治会要望に基づいて行う自治会管理の防犯灯への補助は、犯罪の抑止効果を高めるＬＥＤ防犯灯の新

設・修繕を委託事業として行い、明るいまちづくりを進めます。 

 

４－１ 地域防犯体制の充実 

【主な事業】 

生活安全対策事業〔総務課〕                 ２，８０７千円 

防犯灯事業〔総務課〕                    ８，８８４千円 

 

５ 計画の推進に向けて 

各庁舎については、新庁舎建設計画に併せた効率的な施設管理を行います。 

公有財産管理においては、維持管理費の削減を図るとともに、普通財産の売却を行います。 

公用車管理においては、共用車は、庁舎ごとに必要経費を予算計上し、適切に管理します。 

また、特定車の有料道路通行料・自動車損害保険料等については、共用車と合わせて共通管理事業へ予算

計上し、効率的な管理を行います。 

なお、同時に費用対効果を考えたレンタカーの活用、市内移動において軽自動車の運行を励行します。 

本年度は、臨時的な事業として、更なる公有財産管理の適正化を図るため、土地財産の全筆詳細調査によ

り、精査、精緻化した公有財産（土地）台帳を整備します。 

 

５－１ 適正な財産管理 

【主な事業】 

庁舎共通管理事業〔管財課〕                ２５，７１５千円 

北勢庁舎維持管理事業〔管財課〕              ２４，３１９千円 

員弁庁舎維持管理事業〔管財課〕              ２０，６０９千円 

     大安庁舎維持管理事業〔管財課〕              ５９，３０２千円 

    藤原庁舎維持管理事業〔管財課〕               ９，９２７千円 

     庁舎修繕事業〔管財課〕                   ２，５４０千円 

    公有財産維持管理事業〔管財課〕              １２，５９７千円 

    公用車共通管理事業〔管財課〕                ７，２０４千円 

    北勢庁舎公用車管理事業〔管財課〕                ８４５千円 

員弁庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ３，０７５千円 

    大安庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ４，８９９千円 

    藤原庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ２，６０４千円 

    公用車購入事業〔管財課〕                  ２，４９８千円 

    公有財産台帳整備事業〔管財課〕              ２７，６０５千円 

 

６ 計画の推進に向けて 

本年度は、地権者からご協力いただいた新庁舎建設用地を員弁土地開発公社から市が買戻しを行います。

また、新庁舎周辺整備実施計画も合せて実施設計の精査をおこない、開発申請行為や建築確認申請等具体的

な手続きを取り、いなべ市の４つの庁舎を統合した新庁舎の建設計画を平成30 年度の完成を目指して引続

き進めます。 

 

６－１ 適正な財産管理 

【主な事業】  

新庁舎周辺整備実施設計業務〔新庁舎建設課〕        ６０，０００千円 
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新庁舎オフィス環境整備計画業務〔新庁舎建設課〕       ５，０００千円 

公有財産購入費〔新庁舎建設課〕             ４５５，０００千円 

 

７ 計画の推進に向けて 

  電子入札、契約監理システムを安定して運用するための保守監理を行います。 

 

７－１ 地域情報化の推進 

【主な事業】 

庁内情報処理システム保守事業〔契約監理課〕         ７，５６５千円 

 

８ 計画の推進に向けて 

入札参加資格申請共同受付審査業務を委託することで、入札参加資格者名簿の適切な更新を図ります。 

工事（500 万円以上）の完成検査業務を三重県建設技術センターに委託することにより、工事担当課及

び建設業者の技術向上を図ります。 

また、完成検査時に職員研修を行うことにより検査員としての知識向上を図ります。 

 

８－１ 行政運営の充実 

 【主な事業】 

     入札契約事務〔契約監理課〕                  ８１５千円 

     工事検査事務〔検査室〕                  ３，７６５千円 

 

９ 計画の推進に向けて 

自主財源の確保には、課税対象の的確な把握と適正な課税が重要です。そのため、市民税、固定資産税は

申告支援システムや地理情報システムを有効活用し、効率的かつ公平な課税を行います。 

また、インターネットを利用して市税の申告等ができるeLTAX（地方税ポータルシステム）の利用拡大

を進め、納税者の利便性の向上を図ります。 

税収については、個人市民税では個人所得に若干の明るさが見えてきたことにより3.0％の増収を見込み

ましたが、法人市民税は企業業績に不確定な要素が多いことと税率の変更により39.4 の％の減収を見込ん

でいます。 

また、固定資産税は、企業の償却資産への投資意欲の回復が一部で見込まれますので5.6％の増収見込み

としました。市税全体では1.8％の減収見込みとなり、市税予算額は、79.7 億円を計上しました。 

なお、収納率向上に向けて口座振替、コンビニ収納などにより納税者の利便性向上を図り、滞納者対策と

しては、滞納整理支援システムによる未納のお知らせ、催告書の送付など迅速かつ効率的な対応を行い、長

期・悪質滞納者に対しては、滞納処分の実施及び三重地方税管理回収機構への移管など、徴収体制の強化を

図ります。 

 

９－１ 行政運営の充実 

【主な事業】 

土地評価業務〔資産税課〕                 ２９，０７９千円 

地番図家屋図修正業務〔資産税課〕             ２３，４１５千円 

家屋評価業務〔資産税課〕                  ３，７８０千円 

口座振替手数料〔納税課〕                    ６４８千円 

コンビニ市税収手数料〔納税課〕               １，２７４千円 

滞納整理事務〔納税課〕                   ３，０３８千円 

三重地方税管理回収機構〔納税課〕              ５，２３８千円 
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（５） 都 市 整 備 部 

 

当初予算編成における基本方針 

鉄道やバスなど公共交通は、市民の日常生活が安全かつ快適におくることができるために、重要な役割を

果たしています。 

鉄道については、三岐鉄道北勢線と三岐線の２路線が旅客輸送を行っています。全国的に見ても地方鉄道

が非常に苦しい経営を行っている中、市内の２路線も例外ではありません。 

北勢線については、依然として経営状況が厳しく本年度も沿線市町の支援を行っていく必要があります。

三岐線については、国・県・沿線市町の協調補助により設備の更新や施設の老朽化対策を進め、安全輸送を

継続する必要があります。 

また、福祉バスについては、運行開始から６か年が経過し、市民の足として定着してきました。今後は、

より一層安全運行を行うとともに、効率的運営により経費削減を目指します。ルート、ダイヤは、利用者の

要望を把握し利便性の向上を図ります。 

企業立地による産業の振興については、アベノミクス効果により景気回復の兆しが見えてきました。また、

東海環状自動車道整備事業が本格化し、企業立地環境が充実されることから、いなべ市内での土地活用が期

待されます。県や既存企業からの情報収集を積極的に行い市長などトップセールスによる誘致活動に取組

み、市民の生活基盤である雇用の場の確保や企業からの税収確保を行います。 

 

１ 公共交通の充実 

三岐鉄道北勢線は、リニューアル施策や利用促進事業によって、年々経営を改善してきましたが、平成２

６年度の営業成績は、平成２５年１１月にオープンしたイオンモール東員への利用者が減少したことや、消

費税の駆け込み需要の反動を受け営業収入は前期0.8％減となりました。平成２６年度の利用者数は、平成

２５年度と比較すると減少したものの、北勢線の経営移管後で２番目に多い利用者がありました。しかし、

依然、赤字運営が続いており、経営が自立安定するまでには至っていません。平成２５年度からの沿線市町

による３か年の支援期間は終了しましたが、平成２８年度からも引き続き３年間支援します。 

今後は、ＪＲ、近鉄線と北勢線の乗り継ぎを改善するため、桑名市、三岐鉄道に対し、引き続き西桑名駅

の延伸事業の早期着工を求めます。また、利便性が向上したことについて、沿線住民への認知度を高め活用

度の向上を図ります。 

三岐線は、近年、設備の老朽化が原因で、一時運休する事態が発生しています。このため三岐鉄道では、

国・県・沿線市町の協調補助による地域公共交通確保維持改善事業及び緊急老朽化対策事業により、施設等

の更新を進めることとしており、安全安心な輸送の確保を図るため、本市においても引き続き支援します。 

福祉バスは、移動困難な方にとって欠かせない市内の重要な生活の足となっています。今後さらに利用し

やすい、安全性の高いバス運行を目指します。 

 

１－１ 鉄道交通の整備 

【主な事業】 

三岐鉄道支援事業〔交通政策課〕              ９３，５４１千円 

駐輪場・駐車場管理事業〔交通政策課〕               １，５３７千円 

 

１－２ バス交通の整備 

【主な事業】 

福祉バス運行事業〔交通政策課〕                １０３，１５０千円 
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２ 秩序ある土地利用の推進 

「いなべ市都市計画マスタープラン」の土地利用方針及び「いなべ市開発事業に関する指導要綱」により、

市内の開発計画について適正な指導を行い、適切な土地利用を推進します。 

 

２－１ 計画的な土地利用の推進 

【主な事業】 

都市計画推進事務〔都市整備課〕                         ６４千円 

 

３ みどり豊かなまちづくりの推進 

自然を生かしたいなべ公園は、市内外から子どもや高齢者など多くの人が訪れており、日常点検や保守点

検の実施により引き続き安全な公園施設の提供を行います。 

また、いなべ市では、多くの地域で自治会や子ども会等の団体による花づくり運動が精力的に実施され、

住民の手による地域再生が進んでいます。今後とも住民の自主活動を支援し、市民が主体となった美しい景

観づくりを進めます。 

 

３－１ 都市公園の整備 

【主な事業】 

都市公園管理事業〔都市整備課〕              １６，７６５千円 

都市公園整備事業〔都市整備課〕               １，１００千円 

 

３－２ 緑化活動の推進 

【主な事業】 

緑化推進事業〔都市整備課〕                   ６９０千円 

 

４ 良好な居住環境づくりの推進 

平成５６年５月３１日までに着工された木造住宅について耐震補強の必要性を啓発し、補助制度の活用で

良好な住環境づくりを推進します。 

空き家は、適正な管理が行われていない空き家が増加し、防災、防犯、衛生、景観等生活環境に深刻な影

響を及ぼしています。空き家の適切な管理と利用促進のため、空家対策特別措置法に基づく、「いなべ市空

き家対策計画」を策定します。空き家バンクについては、制度を開始した平成２０年度以降、２２件の成約

があり、今後も登録件数を増やし、有効活用を通じた地域の活性化を図ります。 

また、県外から市内への移住者に対して、空き家の改修費用の一部を助成します。 

 

４－１ 良好な住環境づくりの促進 

【主な事業】 

木造住宅耐震診断事業〔都市整備課〕             １，３９０千円 

木造住宅耐震改修補助金交付事業〔都市整備課〕        ２，４２２千円 

木造住宅耐震補強設計補助金交付事業〔都市整備課〕        ３２０千円 

耐震シェルター設置補助金交付事業〔都市整備課〕         ５００千円 

    耐震啓発広報事業〔都市整備課〕                 １０８千円 

 

４－２ 空き家活用の促進 

【主な事業】 

（新規）空き家住宅活用事業〔都市整備課〕              ７，０００千円 
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５ 企業立地による産業の振興 

新たな経済対策への期待により、円高是正、株価の回復など、景気回復を後押しする明るい兆しが見えて

きました。いなべ市においても既存企業の生産需要の増加や積極的な設備投資によって、景気の回復傾向に

あります。このような状況において、中部圏の経済活動の起爆剤とも考えられる東海環状自動車道が順次供

用開始され、物流の効率化や地域経済の活性化に期待が高まっています。今後の経済動向や地域インフラ整

備、企業のニーズを注視しながら、積極的な企業誘致活動を行います。 

また、新卒者・障がい者・高齢者が安心して就労できるような雇用力のある企業の誘致に主眼を置き、誘

致活動を推進するとともに既存の企業活動を支援します。 

既存工業団地の残地森林などを適正に維持管理し、景観を保全します。 

 

５－１ 企業誘致活動の推進 

【主な事業】 

企業誘致推進事務〔都市整備課〕                 ９２１千円 

 

５－２ 産業用地の整備及び確保 

【主な事業】 

工業団地管理事務〔都市整備課〕              １２，８７０千円 
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（６） 総 合 窓 口 部 

 

当初予算編成における基本方針 

市民満足度を向上させるために窓口サービスを行い、市民の皆様が適正に手続きができるよう支援・援助

を行います。 

 

１ 窓口サービスの充実・推進 

市民の皆さんの利便性を図るため、各担当課と連携調整を行い、窓口サービスを行います。また、各種研

修等に参加し職員の能力を拡充し市民満足度の向上を図ります。 

お客さまからの相談等があった場合は、適切に各担当課へご案内します。 

 

１－１ 行政運営の充実 

【主な事業】 

窓口サービス事業 〔総合窓口課〕             ２０，９８４千円 
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（７） 市 民 部 

 

当初予算編成における基本方針 

地球温暖化の原因となる地球規模の環境問題をはじめ、廃棄物や自然環境の問題に至るまで、様々な問題

が拡大・複雑化しています。日常生活や事業活動のあり方を見直し、持続可能な社会の構築や循環型社会の

地域づくりをより一層推進する必要があります。身近なところから地球環境の問題解決につながっていくよ

う、市民、事業者等の自主的な取組を促進し、各主体が参加、連携していくことで、地球環境にやさしい地

域づくりに取組みます。 

廃棄物の処理については、“３Ｒ”（廃棄物等の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle））

の普及を核として、収集・リサイクルシステムの整備と定着を図り、資源循環型社会の構築を目指します。 

また、あじさいクリーンセンターは、安全な運転管理と効率的な運用を行い、環境負荷の低減を図りつつ、

安定的・衛生的な廃棄物処理を行います。 

国民健康保険制度は、平成30年度施行の国保改革を盛り込んだ「持続可能な医療保険制度を構築するた

めの国民健康保険法等の一部を改正する法律」が昨年5月に成立し、現在の市が単独で運営している国民健

康保険は、平成30年度から県が財政運営の責任主体を担い、市は引き続き保険料の賦課・徴収や保険給付、

資格管理などを担うことと規定されました。これは、県が市町とともに共同保険者となって国民健康保険事

業を運営するという形に見直されたもので、昭和36年の国民皆保険制度達成以来の歴史的な改革となりま

した。今後も、保険料の適正賦課や収納確保を行うとともに、特定健診事業の推進により疾病の早期発見と

重症化予防を行い、医療費の抑制を図り、また県と市の役割分担など具体的な検討を進めます。 

戸籍、住民基本台帳事務については、法令に基づき住民情報の正確な記録と適正で厳格な管理を行い、個

人情報保護の徹底及び事務の効率化と市民サービスの向上を図ります。 

社会保障・税番号制度の施行により、すべての住民に付番された個人番号の万全な管理を行うとともに通

知カードに関する適切な対応、個人番号カードの普及啓発を図ります。 

 

１ 環境にやさしいまちづくりの推進 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度やエコカー減税などの環境にやさしい様々な制度が展開され、環

境への意識が一層高まっています。このような影響を受け、太陽光発電の普及やＬＥＤ照明などの省エネ家

電、環境対応車への買い替えが進んでいます。今後も、環境に配慮した制度の啓発を進め、市民や事業者に

よる自主的な取組をより一層推進します。 

家庭ごみについては、統一した市の基準により分別収集を実施していますが、もえるごみの排出量は年々

増加傾向にあります。自治会集積場を中心にごみの分別収集を徹底していくことで、ごみの発生を抑えるこ

とができます。資源循環型社会や桑名広域清掃事業組合脱退後の市内のごみ処理の一本化に向けて、もえる

ごみに混入しやすい容器包装リサイクル品目や紙類などの再資源化をより一層推進し、廃棄物の減量に取組

みます。 

また、不法投棄や野外焼却防止のために環境パトロールによる監視や地域との連携強化を行います。 

あじさいクリーンセンターでは、延命化を図るための大規模改修工事が完了し、引き続き長期的・安定的

な運営を目指します。徹底した安全管理を行い、安定した焼却、減容処理をより一層推進し、環境負荷の低

減と経費の節減を行います。 

また、北勢斎場については、周辺環境に配慮した活動を展開し、施設を適正に維持管理することで、遺族

が安心して故人を弔える環境づくりを行います。 

 

１－１ 廃棄物の適正な処理 

【主な事業】 

ごみ収集事業〔環境衛生課〕               １２７，１１８千円 

ごみ処理事業〔環境衛生課〕               ２０８，０１６千円 
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あじさいクリーンセンター事業〔あじさいＣＣ〕      １４３，１４３千円 

し尿処理事業〔環境衛生課〕               １２６，７０２千円 

不法投棄処理事業〔環境政策課〕               ７，１９８千円 

 

１－２ 循環型社会形成の推進 

【主な事業】 

ごみ資源化事業〔あじさいＣＣ〕               ９，３４０千円 

 

１－３ 環境保全対策の推進 

【主な事業】 

環境問題調査事業〔環境政策課〕               １，０６７千円 

環境調査事業〔環境政策課〕                 ２，６５４千円 

 

１－４ 斎場の適切な維持管理 

【主な事業】 

北勢斎場事業〔環境政策課〕                ２７，４７４千円 

 

２ 社会保障制度の健全で円滑な運用 

国民健康保険は、急激な高齢化の進展、就業構造の変化等により、医療に対する需要が大きい高齢者や保

険料の負担能力の低い低所得者が多く加入しているため、財政運営が厳しく、平成30年度からの国民健康

保険の財政運営の県単位の広域化に向け、財政運営の安定化、医療費の抑制対策及び収納率の向上を図り、

誰もが安心して医療が受けられる国民皆保険制度を維持するため、国民健康保険制度の安定的な事業運営を

進めます。 

また、平成28年1月から運用が開始されたマイナンバー制度のインフラを活用し、平成29年7月以降早

期に医療保険のオンライン資格確認システムの整備が予定されています。今後、国及び国民健康保険中央会

が整備する国保保険者標準事務処理システムとの連携など必要なシステム改修の情報を収集し迅速な対応

を図ります。 

福祉医療費制度は、福祉の増進を図るため引き続き迅速かつ正確な助成を行い、子ども医療費については

引き続き県に対し子育て支援の充実を図るため、現物給付の要望を行います。 

 

２－１ 国民健康保険の充実 

【主な事業】 

国民健康保険事務〔保険年金課〕              １６，０８３千円 

国保連合会事務委託事業〔保険年金課〕        １，０８８，００３千円 

 

２－２ 国民健康保険医療費の適切な給付 

【主な事業】 

療養給付事業〔保険年金課〕             ２，９９１，２９４千円 

高額療養費給付事業〔保険年金課〕            ４１４，８７６千円 

 

２－３ 社会保険診療報酬支払基金納付金等支払 

【主な事業】 

後期高齢者支援事業〔保険年金課〕            ５５７，１００千円 

介護納付金〔保険年金課〕                ２００，０００千円 
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２－４ 国民健康保険による健康維持の推進 

【主な事業】 

特定健康診査事業〔保険年金課〕              ４５，６６２千円 

 

２－５ 後期高齢者医療保険制度の円滑な運営 

【主な事業】 

後期高齢者医療制度運営事業〔保険年金課〕        ８３４，７９６千円 

 

２－６ 繰出金 

【主な事業】 

国民健康保険制度事業〔保険年金課〕           ２６６，５５８千円 

後期高齢者医療制度事業〔保険年金課〕          ５２６，３０２千円 

 

２－７ 福祉医療制度の健全で円滑な運営 

【主な事業】 

障がい者医療費扶助事業〔保険年金課〕          １７５，９４９千円 

子ども医療費扶助事業〔保険年金課〕           １４５，９３２千円 

一人親家庭等医療費扶助事業〔保険年金課〕         １８，２３４千円 

 

３ 計画の推進に向けて 

戸籍、住民基本台帳については、住民に関する記録の正確性の確保と適正で厳格な管理が求められていま

す。制度の的確な運用と個人情報保護を徹底し、市民の視点に立った正確で迅速、丁寧な対応を心がけ、市

民サービスの向上を図ります。 

また、個人番号を含む特定個人情報の厳格な運用管理を徹底し、特定個人情報保護を徹底するとともに個

人番号カードの普及啓発を図ることにより個人番号カードを利用したコンビニ交付サービスの更なる普及

を図ります。 

 

３－１ 地域情報化の推進 

【主な事業】 

住民情報処理システム保守事業〔市民課〕           ５，１８４千円 

 

３－２ 行政運営の充実 

【主な事業】 

戸籍住民基本台帳事務〔市民課〕              １２，２０５千円 
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（８） 福 祉 部 

 

当初予算編成における基本方針 

日本はどの国も経験したことのない「超高齢社会」に向かっています。平成２７年４月現在、本市の高齢

化率は２５．１％と全国及び三重県平均よりは下回っていますが、１０年後は２８．１％に上昇することが

推計されるため、高齢者が医療や介護が必要な状態になっても、可能な限り、住み慣れたまちで自分らしい

生活が続けることができきるように、医療、介護、介護予防、生活支援、住まいが一体的に提供される「地

域包括ケアシステム」構築に向けて取組みます。 

平成２７年度に引き続き、医療と介護の連携を軸に多職種協働による研修・研究会や市民啓発講演会を開

催するとともに、いなべ医師会等と緊密に在宅医療の推進に向けた重点的な取組を行います。 

認知症対策では、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを目指して、社会福祉協議会や地域包括支援セン

ター等の関係機関と協力し、認知症の早期発見、早期対応を基本として、認知症専門医を中心とした複数の

専門職による「認知症初期集中支援チーム」を平成２９年度に設置するため、本人や家族支援が包括的・集

中的に実施できる体制づくりを進めます。 

本年４月から開始する新しい介護予防・日常生活支援総合事業では、介護事業所による既存のサービスに

加えて、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなど地域の多様な資源を活用してサービスを提供します。このた

め、生活支援サービスの充実と高齢者が利用しやすい地域資源の発見、開発やそのネットワークの構築を図

るために「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」１名を配置します。 

「いなべ市高齢者福祉計画及び第６期介護保険事業計画」に基づき、高齢者施策の推進と介護保険事業の

適切な運営を図るとともに、地域密着型サービスの基盤を充実するため小規模多機能型居宅介護１箇所と認

知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）１箇所１ユニットの整備を進めます。この認知症グルー

プホームの開所は平成２８年度内を予定しています。 

障がい当事者や家族からの相談件数が年々増加し、ニーズも多様化しており、現在の「障がい者総合相談

支援センターそういん」での対応に限界があります。このため、「障がい者総合相談支援センターそういん」

を基幹相談支援センターと位置付け、別に相談支援事業所を市内３箇所に設置して、身近でいつでも相談で

きる支援体制を築きます。 

本年度は、入所施設等から地域生活への移行を進めるため、また家族介護者の高齢化に対応していくため

に、障がい者の方が通所される就労障がい者通所施設、また居住するための障がい者グループホーム等の障

がい者支援施設整備を進め、障がい者の就労継続Ｂ型施設２施設、うち就労訓練・生活訓練施設・短期入所

施設を併設１施設、障がい者グループホーム・短期入所施設１施設の建設に取組みます。 

平成２７年度から生活困窮者自立支援法に基づき、「くらしサポートセンター・縁（えにし）」を大安庁舎

内に開設して、さまざまな事情で生活に困窮している方に対し、寄り添いながら問題解決に向けた相談支援

を行っています。今後も社会的孤立と困窮を生まない地域づくりを目指して、生活困窮者の自立に向けた支

援と生活保護制度の適切な運用を図ります。 

地域のさまざまな社会資源とネットワークを有する社会福祉協議会やシルバー人材センター、市民による

人権機関「メシェレいなべ」の運営活動を支援するとともに、市民感謝祭、市民人権フェスティバルなどの

事業を引き続き推進します。 

昨年度に着手した「第３次いなべ市地域福祉計画」を本年度に策定します。近年の社会情勢等を踏まえ、

法律や制度の改正を的確に反映するとともに、障害の有無や性別、年齢に関係なく家庭や地域の中で支えあ

い助け合う地域の福祉力向上を図り、「自助・互助・共助・公助」の視点で、災害時避難行動要配慮者の支

援体制の整備について取組みます。 

男女が対等な立場で、社会のあらゆる分野にともに参画し、責任を分かち合う男女共同参画社会の実現の

ため、「いなべ市男女共同参画第３次推進計画」の策定に向けて取組みます。 
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１ 地域の助け合いによる福祉の充実 

社会情勢の変化、生活様式の多様化により、地域での顔の見える関係や地域交流が希薄化してきているた

め、福祉的支援を必要とする高齢者や障がい者、生活困窮者などを社会全体で支え合う体制づくりがこれま

で以上に必要です。 

地域福祉活動やボランティア活動などに主体的に参画できるような環境づくりを進めるとともに、地域福

祉を充実させていくために、市民による福祉活動が自主的、自発的に行えるよう、社会福祉協議会等の福祉

団体の活動を支援します。 

個々の福祉サービスへのニーズが多様化しているため、心の健康などへの対応を含めた相談支援体制をよ

り充実します。 

 

１－１ 地域福祉活動の充実 

【主な事業】 

市民感謝祭事業〔人権福祉課〕                ３，１０６千円 

戦傷病者・戦没者遺族等援護・追悼事業〔人権福祉課〕        ７１６千円 

社会福祉団体事業〔人権福祉課〕             ２０９，６９３千円 

民生児童委員事業〔人権福祉課〕                  ４１７千円 

保護司会事業〔人権福祉課〕                 １，６３６千円 

地域自殺対策緊急強化事業〔人権福祉課〕           ２，３１６千円 

 

２ 高齢者が笑顔で自分らしく暮らせるまちづくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域で安心した暮らしを送ることができるよう、医療と介護の連携をもとに在宅医療

の推進に向けた重点的な取組を含め、地域における高齢者見守りネットワークや認知症高齢者を支える体制

づくりを進めます。 

複雑化する地域の高齢者の問題に対応できるよう、高齢者虐待への対応や認知症高齢者への支援、権利擁

護など地域包括支援センターの充実強化を図ります。 

また平成３０年３月までに「認知症初期集中支援チーム」による専門職の配置や地域の見守りにより、認

知症の早期発見・早期対応に取組み、認知症の人やその家族への支援を行い、高齢者が安心して生活できる

環境づくりを行います。 

いなべモデルとして、全国へ展開している「元気づくりシステム」により、社会参加の機会を保ちながら、

自ら介護予防に取組み、心身ともに元気で生きがいを持って生活できる体制づくりを進めます。 

元気高齢者の持つ能力や技術を活かすため、シルバー人材センターの活動を支援し、健康寿命（元気寿命）

を延ばすための拠点として地域の通いの場や居場所づくりに取組みます。 

 

２－１ 高齢者の包括的な支援の充実 

【主な事業】 

在宅医療介護連携推進事業〔長寿福祉課〕              ９６４千円 

地域包括支援センター運営事業〔長寿福祉課〕        ６５，３８５千円 

（新規）生活支援体制整備事業〔長寿福祉課〕             ７，１３４千円 

 

２－２ 高齢者が地域で安心して暮らすための支援 

【主な事業】 

在宅老人福祉事業〔長寿福祉課〕                 ９６９千円 

老人短期保護事業〔長寿福祉課〕                  ６８６千円 

家族介護支援事業〔長寿福祉課〕                  １００千円 

成年後見制度扶助事業〔長寿福祉課〕                ５６６千円 

老人福祉施設保護措置事業〔長寿福祉課〕          ３０，９５０千円 
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２－３ 高齢者の元気づくりの推進 

【主な事業】 

介護予防推進事業〔長寿福祉課〕              ７１，５４４千円 

老人福祉センター等管理事業〔長寿福祉課〕         ４３，１２０千円 

シルバー人材事業〔長寿福祉課〕              １５，０５０千円 

敬老事業〔長寿福祉課〕                  １７，９９８千円 

    地域おこし協力隊事業〔長寿福祉課〕             ４，０００千円 

 

３ 高齢者がいつまでも安心して暮らせるまちづくりの推進 

いなべ市の要介護認定率は、平成２７年１０月現在１５．９％で、全国及び三重県平均より低い数値では

あるものの、今後の高齢化の進行や認知症高齢者の増加等により、認定者数は増加すると見込まれます。 

本年４月から開始します新しい介護予防・日常生活支援総合事業の取組により、有効的な介護予防の推進

と介護保険サービスの適正な利用促進による介護度の重症化防止を図ります。 

また高齢者の実態把握事業の見直しや、一次予防、二次予防、三次予防の区別のない介護予防事業の構築

を行います。 

 

３－１ 予防重視型サービスの充実 

【主な事業】 

介護保険制度事業〔介護保険課、長寿介護課〕       ５８０，１５９千円 

介護サービス給付事業〔介護保険課〕         ３，２７５，４８７千円 

（新規）介護予防・生活支援サービス事業〔長寿福祉課〕       ６２，１０２千円 

介護認定審査会事業〔介護保険課〕             ２５，７１９千円 

員弁地区介護認定審査会共同設置事業〔介護保険課〕     １３，８９０千円 

低所得者保険料軽減負担事業〔介護保険課〕          １，７９０千円 

 

４ 地域でいきいきと安心して暮らせる障がい者福祉の推進 

平成２７年２月に策定した「いなべ市障がい者計画及び第４期障がい福祉計画」に基づき、障がいのある

人が自分らしい生活を自らの意思で選択・決定できるよう、生活支援施策の展開及び地域の生活基盤の整備

を図ります。 

障がいのある人が地域でいきいきと安心して暮らすために、障がいについての理解促進や障がいのある子

どもへの支援、災害対策の充実を図ります。 

障がい者施設整備として、「農と福祉の活性化事業」を活用した障がい者就労継続Ｂ型施設、たんぽぽ作

業所とふじわら作業所を統合し就労訓練や生活訓練、ショートスティが可能な設備を備えた総合支援センタ

ー、親亡きあとの障がい者が安心して地域で生活できるグループホーム施設を建設します。 

就労に向けた支援を充実して、住み慣れた地域で自立した生活が維持できるよう、農業をはじめとする障

がい者の雇用の確保を図ります。 

 

４－１ 障がい福祉サービスの充実 

【主な事業】 

障害者福祉啓発事業〔社会福祉課〕                 ５０６千円 

障害者施設整備事業〔社会福祉課〕            ７０５，３６２千円 

障害者手当支給事業〔社会福祉課〕             ２０，１７２千円 

地域生活支援事業〔社会福祉課〕              ５５，４９３千円 

障害者介護給付費等支給審査会共同設置事業〔社会福祉課〕   ３，８３８千円 

障害者自立支援福祉サービス事業〔社会福祉課〕      ６２３，５８８千円 

農と福祉の活性化事業〔社会福祉課〕           ６４４，９８４千円 
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障害者補装具支給事業〔社会福祉課〕             ９，０００千円 

福祉交通事業〔社会福祉課〕                     ８０３千円 

手話通訳者等派遣事業〔社会福祉課〕             ３，３１２千円 

障害者自立支援医療給付事業〔社会福祉課〕         ２３，１８７千円 

    障害者福祉事業〔社会福祉課〕                  ４１５千円 

    地域おこし協力隊事業〔社会福祉課〕             ４，０００千円 

 

５ 適切な生活保護制度の推進 

いなべ市の生活保護受給者は微増傾向にあり、特に高齢者世帯が増加しています。平成２７年１１月現在

の保護率は３．７‰（０．３７％）となっています。県の平均保護率９．５‰（０．９５％）に比べると大

幅に低い状況となっていますが、今後も被保護世帯の生活の安定、社会参加の促進のため就労支援員を配置

し、就労による自立を積極的に支援します。 

昨年度から引き続いて生活困窮者の相談支援窓口を設置し、関係する支援機関と連携して就労支援、家計

相談、学習支援などの自立相談支援事業を包括的・継続的な支援につなげます。 

「一億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への支援と高齢者世帯の

年金も含めた所得全体の底上げを図る観点から、年金生活者等支援臨時福祉給付金を支給します。 

 

５－１ 生活保護制度の適切な運営 

【主な事業】 

生活保護事業〔社会福祉課〕               ３５６，４３１千円 

 

５－２ 生活困窮者の相談支援 

【主な事業】 

生活困窮者自立支援事業〔社会福祉課〕           ２８，１７８千円 

行旅人事業〔社会福祉課〕                      ９８５千円 

（新規）年金生活者等支援臨時福祉給付金事業〔人権福祉課〕    １２３，０００千円 

臨時福祉給付金事業〔人権福祉課〕             ４３，３０１千円 

 

６ 思いやりのある人権のまちづくりの推進 

一人ひとりの違いを認め合い、それぞれの人権が尊重される社会を築いていくことを目指し、身近な問題

について考える人権講座、人権講演会の開催や標語・ポスターの募集などの啓発活動より、人権問題に対す

る市民の理解や意識の向上を図ります。そして人権擁護委員や人権機関「メシェレいなべ」と連携して、相

談体制の充実や地域交流事業の支援を行います。 

 

６－１ 人権が尊重される社会の推進 

【主な事業】 

人権啓発事業〔人権福祉課〕                 ４，４６６千円 

人権擁護推進事業〔人権福祉課〕                   ７９７千円 

地域交流事業委託事務〔人権福祉課〕             ５，８８９千円 

 

７ 女(ひと)と男(ひと)が互いに認め合うまちづくりの推進 

市民一人ひとりが性別に関わらず、自立した個人としてその個性と能力を十分に発揮できる機会が確保さ

れ、それぞれに多様な生き方が認められる男女共同参画意識づくりにつながるよう、普及・啓発に取組みま

す。 

今年度は、男女共同参画の施策を総合的かつ計画的に推進するため、「いなべ市男女共同参画第３次推進

計画」の策定に着手します。 
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７－１ 男女共同参画の環境づくり 

【主な事業】 

男女共同参画啓発事業〔人権福祉課〕                 ５７６千円 

男女共同参画推進事業〔人権福祉課〕              ２，８２５千円 
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（９） 健 康 こ ど も 部 

 

当初予算編成における基本方針 

「いなべ市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、各事業を推進し、市民の皆さんが子育てしやすい環

境の充実に向けて取組みます。 

順次進めてきた保育園の老朽園舎の更新は、員弁東保育園で一つの区切りとなります。平成２８年度は敷

地の造成および設計を行い、来年度以降の園舎建築に向けた条件整備に取組みます。 

平成１９年度から開始したチャイルドサポートの取組により、保健・保育・教育現場における発達支援の

力は着実に向上し、最初の段階での到達点と想定した水準にほぼ近づきました。次の段階として、現在分散

している支援力を再構成して効率化するとともに、支援がそれぞれの子どもに応じたものとなるようにコー

ディネートする機能を充実していく必要があります。昨年度から着手した第２期計画の中で、こども総合支

援センターの実現に向けた取組を開始します。 

病床の役割の分化と連携強化を図るために、都道府県による二次医療圏域ごとの地域医療構想の策定が進

められていますが、これは、病院（病床）機能の見直しがその役割であり、在宅や救急を含めた地域医療の

整備については市町村の責務とされました。今後は、病気と共存しながら生活の質の維持・向上を目指す地

域包括ケアシステムを構築していく中で、三重県の示す地域医療構想との整合を取りながら、市が主体とな

って地域医療の充実を考えていく必要があります。平成３０年に予定されている医療制度、介護制度の大規

模同時見直しを念頭に置きながら、今後進むべき方向を明確にできるよう、昨年度に着手したいなべ市地域

医療・福祉計画を年度内に策定します。 

 

１ 地域医療体制の充実 

市立病院を持たないいなべ市においては、公的医療機関であるいなべ総合病院が地域医療の中核的な役割

を担っていますが、医師不足により、市民が満足できるすべての医療を受けることができない状況にありま

す。病院の努力が実り平成２７年度に小児科に常勤医が配置されて部分的な改善はありましたが、市として

も引き続き、医療従事者緊急確保対策事業などによりこうした取組を応援します。 

 

１－１ 救急医療体制の確保 

【主な事業】 

救急医療体制整備事業〔健康推進課〕            ４５，３５１千円 

 

１－２ 医療従事者の確保 

【主な事業】 

医療従事者緊急確保対策事業〔健康推進課〕         １４，５４６千円 

 

２ 生涯を通じた健康づくりの推進 

今後、国においてＢ型肝炎、ロタ、ムンプス（おたふく風邪）の各ワクチンの定期接種化が見込まれてお

り、乳幼児期の予防接種スケジュールが更に過密になることが予想されます。また近年、出産前後に実家へ

長期に里帰りをするケースが増えており、里帰り先が遠方である場合などでは、乳幼児期に接種が望まれる

全てのワクチンを期限内に接種することが難しくなっています。これまでいなべ市の定期予防接種は県内医

療機関での接種に限られていたため、こうした子どもには、県外の医療機関での接種を可能とするような配

慮が必要となってきました。こうしたことから、県外の医療機関での予防接種に対する助成制度を新設しま

す。 

歯の病気のうち、特に歯周病は、４０歳以上の人が歯を失う原因の第１位となっています。また、心疾患

や脳梗塞、糖尿病、肺炎などに罹る危険性が増えるとも言われています。これまで歯の健康保持については、

乳幼児期を中心とした事業を実施をしてきましたが、生活習慣による影響が大きい歯周病について、早期発
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見、早期治療の促進と予防指導を通した健康寿命の延伸を図るため、成人期以降の方を対象とした歯周疾患

検診事業を開始します。 

 

２－１ 疾病の早期発見・早期治療の推進 

【主な事業】 

健康推進事業〔健康推進課〕                ８３，２６４千円 

（新規）歯周病疾患検診事業〔健康推進課〕                 ８２３千円 

 

２－２ 感染症の予防 

【主な事業】 

感染症予防事業〔健康推進課〕              １４１，９９０千円 

（新規）県外定期予防接種費用補助事業〔健康推進課〕         ２，４６０千円 

 

２－３ 健康づくりの推進 

【主な事業】 

健康増進事業〔健康推進課〕                ２４，０６９千円 

 

３ 子どもと母親の健康の確保 

いなべ市では生後２～３か月の全家庭を訪問するこんにちは赤ちゃん事業を、全国に先駆けて実施してい

ますが、訪問時期の希望を調査したところ、出産から1か月未満の訪問を希望される方が多くありました。

『健やか親子２１』でも「出産後1か月時の母乳育児の割合の上昇」が挙げられていますが、この時期の相

談内容については、保健師だけで対応するには十分でない部分があるため、助産師が専門的なアドバイスを

提供する助産師訪問事業を開始します。 

 

３－１ 子どもと母親の健康の確保 

【主な事業】 

母子保健事業〔健康推進課〕                ６２，３４３千円 

（新規）助産師訪問事業〔健康推進課〕                   １２０千円 

不妊治療事業〔健康推進課〕                  ４，０００千円 

 

４ 保育サービスの充実 

保育園の施設の老朽化対策と運営の効率化を図るため、員弁東保育園を建替えます。本年度は設計と造成

事業を行い、平成２９年度以降の完成を目指します。 

社会福祉協議会が運営している石榑保育園は、建築後１９年が経過し園舎および空調施設が老朽化してき

ています。社会福祉協議会が国の補助事業を活用して２か年をかけて大規模改修を行いますが、市へも財政

支援の要請がありましたので助成を行い、保育環境の改善と施設の延命化を図ります。 

 

４－１ 保育サービスの充実 

【主な事業】 

公立保育園運営事業〔保育課〕              ３６０，０３３千円 

私立保育園運営支援事業〔保育課〕          １，０２３，８８３千円 

（新規）私立保育園整備補助事業〔保育課〕              ５，２５０千円 

（新規）員弁東保育園整備事業〔保育課〕             ２１５，６５３千円 
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５ 地域における子育て支援の充実 

子育て支援センターでは、引き続き「子育て応援団」や地域の方々と連携し、ブックスタートやブック・

Reスタート事業等により、次代を担う子どもたちの成長を応援します。 

石榑保育園に併設されている子育て支援センター「はっぴい・はあと」は園舎と同様に老朽化が進んでい

ます。社会福祉協議会が園舎と同様に大規模改修を行いますので、こちらについても助成を行い子育て環境

の充実を図ります。 

 

５－１ 地域における子育て支援の充実 

【主な事業】 

児童センター事業〔児童福祉課〕              １９，４５２千円 

ブックスタート、ブック・Ｒｅスタート事業〔児童福祉課〕   １，０６８千円 

地域子育て支援事業〔児童福祉課〕             ４７，５３６千円 

児童手当事業〔児童福祉課〕               ８０４，５０３千円 

（新規）子育て支援センター維持修繕事業〔児童福祉課〕          ５８４千円 

 

６ 子どもの発達を支えるチャイルドサポートの充実 

保健・福祉と教育が協働し、母子健診から保育、教育そして就労へと支援をつなぐチャイルドサポート事

業については、「ステップアップ教室（通級型小集団療育教室）」、未就園児を対象とした「ゆめポケット（親

子療育教室）」に加えて、「はなまるタイム（保育園における個別支援に対する助言）」を行うとともに、発

達支援システムアドバイザーによる技術指導研修を引き続き実施し、保育士の療育及び発達支援保育力の充

実を図ります。 

言語聴覚士・特別支援教育士による言語相談や教育相談を充実させるとともに、臨床心理士による発達検

査を基に子どもが生活や学習のどこに困り感を持っているのかを分析することにより、保育園・学校、家庭

での支援方法を明確にし、特別支援保育・特別支援教育の充実につなげます。 

 

６－１ チャイルドサポートの充実 

【主な事業】 

療育支援事業〔発達支援課〕                   ８９０千円 

発達支援事業〔発達支援課〕                １２，４５５千円  

 

７ 要保護、要支援児童へのきめ細やかな取組の推進 

児童虐待、ＤＶなどに対応する家庭児童相談室の相談件数は年々増加しており、平成２６年度は１，９５

６件で、平成２５年度に比べ３０％の増となっています。また、平成２７年度は児童虐待通報の徹底と一時

保護基準の厳格化に伴い、重篤ケース対応も増加傾向となっています。関係機関との連携を強化するととも

に、福祉の専門職であるケースワーカーを増員配置して体制の強化を図ります。 

平成２７年度から始めた子育てサポーター訪問支援事業は、貧困や虐待の連鎖をストップさせる取組とし

て、育児、家事、学習など実情に合った支援の促進を図ります。 

父母の離婚などにより、生活が安定していない家庭には児童扶養手当等の給付を行い、生活の自立と児童

の福祉の増進を図ります。 

 

７－１ 児童虐待防止対策の推進 

【主な事業】 

家庭児童相談事業〔保育課〕                １０，９６９千円 

要支援児者支援対策事業〔保育課〕              ８，４０７千円 
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７－２ ひとり親家庭等への支援の充実 

【主な事業】 

母子生活支援施設措置事業〔保育課〕             ８，１６０千円 

ひとり親家庭等就学金支給事業〔児童福祉課〕        １７，３２６千円 

児童扶養手当給付事業〔児童福祉課〕           １１６，５７４千円 
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（１０） 農 林 商 工 部 

 

当初予算編成における基本方針 

TPP大筋合意を受けわが国の農政は守りの農政から攻めの農政へと方向転換し「農政新時代」とも言う

べき新たなステージを迎えています。 

次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成や、食品に対する認知度をより一層高めていくために今後も

より早く国の施策を的確に把握し、集落・農業者などへの周知と適切な指導を行います。 

国が策定した「農林水産業・地域の活力創造プラン」により農業を足腰の強い産業としていくための産業

政策と農業・農村の持つ多面的機能の維持・発展を図るため地域及び農業関係者が一体となって、課題解決

に取組むことが重要です。 

市は、これまで取組んできた集落を基本とした持続性のある効率的・安定的な農業生産活動の支援を継続

するとともに、集落で指名された中心となる担い手への農地利用集積の促進、青年新規就農者の育成などに

取組みます。 

農地利用集積においては、農地中間管理事業を利用して効率的に作業ができるように集約をおこなった取

組が三重県の先進的なモデルとして紹介され東海農政局より表彰を受けました。今後もこの事業を積極的に

利用し効率的な農業経営ができるように進めます。 

毎年１１月に開催される「いなべの里そば祭り」は、市の特産品であるそばをよりいっそうPRするため

に開催しており市のブランドとして定着しつつあります。また、昨年からは地域おこし協力隊員を委嘱し、

市内を中心に活動を行っています。 

獣害対策はサル、シカ、イノシシによる農作物被害を軽減するため、防護柵設置整備、獣害防除用檻、獣

害駆逐用煙火購入等の助成事業を継続するとともにマンパワーとしてサルパトロール、地域おこし協力隊員

の委嘱、緩衝帯整備支援、獣害対策講座を実施し、集落内部からの取組を応援しています。 

遊休農地対策は、これまで非公開であった農地台帳記載事項の一部や地図がインターネットで公表されたこ

とにより誰もが情報を入手できることになりました。今後はこのシステムを利用して担い手等への農地利用

集積を促進し遊休農地の発生抑制を行います。 

農地の保全が困難になりつつある今日、地域での農地保全を進めるため、多面的機能支払事業や中山間地

域等直接支払事業などを活用して地域の農業生産活動の継続を支援します。 

農村基盤整備は、施設の維持管理の軽減、施設の長寿命化を図るため、老朽化した用水路などの改修を進め

ます。 

農業公園事業は、指定管理者による効果的、効率的な運営を支援します。 

林業事業は、森林の持つ公益性を高めるとともに地球温暖化防止となるＣＯ２吸収量向上のため森林整備

を推進します。 

商工業関係では、商工会への運営助成や小規模事業者への資金的支援を行うことにより地域商工業の活性

化を図ります。 

観光事業は、（一社）いなべ市観光協会の支援を図るとともに、「青川峡キャンピングパーク」「農業公園」

「阿下喜温泉」といったいなべ市の集客施設やいなべ市内の観光名所と連携した観光客誘致活動を推進する

とともに、総合アウトドアメーカー（株）モンベルや、（株）観光販売システムズなどの民間事業者との連

携による情報発信を強力に進め、滋賀県東近江市などの近隣市町との連携強化により、いなべ市への集客力

の向上を図ります。 

また、今年も国際自転車ロードレースである第１９回ツアー・オブ・ジャパンいなべステージを開催する

ことでいなべ市の名を国内外に発信し、更なる知名度の向上を図ります。今後は、いなべ市に訪れるサイク

リストが安全に走行できる環境整備を「サイクルツーリズム実行委員会」に事業委託して進めるとともに、

自転車を活用したまちづくりの推進を図り自転車愛好者の誘客を行います。 

消費者行政では、高齢者が悪質商法による被害に遭わないよう基本的な知識を身につけてもらうため、社

会福祉協議会と連携して老人会などを中心にした研修会の開催を積極的に行うとともに、消費者相談員によ
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る相談や広報などで啓発活動をおこなうことで、消費者の不安解消を図ります。 

 

１ 魅力ある農林業の振興 

効率的で安定した農林業生産活動を支援するため、集落で指名された中心となる担い手への農地利用集積

の促進、新規就農者の育成などに取組むほか、農地中間管理機構を通じた農地の貸借・分散した農地の集約

化を進めるとともに農業振興を行う農業関係団体などの組織育成支援や関係機関との情報共有を図ります。 

また、農産物の地産地消を進めるとともに品質向上のための研修などの支援を継続し、いなべ産品利用宣

言認定店の拡大を図ります。 

平成２７年度のいなべ産そばの栽培面積は、６０ヘクタールと県下１番の栽培面積を持続しています。農

地の有効利用を図る２年３作を定着させ、所得の向上と作業の分散を目指します。また「いなべの里そば祭

り」も昨年で第６回となり地域に根ざしたイベントとなっています。今後も観光を含めまつりのＰＲを中京

圏へと広め、市民の皆さんが胸を張っていなべの特産品は「そば」と自慢できるようブランドイメージを定

着させて行きます。市内のそば打ち人口を増やす手法として昨年度地域おこし協力隊員を募集し、新たなそ

ば打ち教室の立ち上げやいなべそばを外部に発信する事業に取組んでいます。 

年々増加する有害鳥獣への対策は、今までのように猟友会での駆除だけではなく、地域住民が自ら狩猟免

許を取得し捕獲できるように罠・檻研修を行なうとともに檻製作補助金を継続し年間を通した獣害防除に取

組みます。引続き捕獲獣処分補助や職員による獣害パトロール、大型捕獲檻による有害鳥獣駆除を行い、集

落近辺に出没する有害鳥獣の捕獲体制の強化に取組みます。 

また、地域おこし協力隊員が直接集落に入って集落点検や捕獲事業にも加わり、より充実した対策事業を

行います。 

多面的機能支払交付金事業および中山間地域直接支払事業は、自分たちの地域は自分たちの手で守ってい

くことを第一の目標として地域環境の保全や農業施設の改修、除草作業の省力化などに活用されています。 

林業は、採算性の悪化や林業事態の衰退により、放置される森林が増加し、森林の持つ公益機能が低下し

ています。国などの事業を活用し、間伐や枝打ちなどの森林整備を進めます。 

また、森林の適正な管理や効率的な林業経営に欠かせない林道整備も継続して進めます。 

 

１－１ 集落を基軸にした担い手への支援 

【主な事業】 

農業振興事業〔農林振興課〕                 ５，９３２千円 

農地中間管理事業〔農林振興課〕              １５，０００千円 

経営体等育成支援事業〔農林振興課〕            ３０，５００千円 

経営所得安定対策推進事業〔農林振興課〕           ６，０００千円 

多面的機能支払交付金事業〔農村整備課〕          ７２，１４５千円 

中山間地域等直接支払事業〔農村整備課〕          ２８，８４８千円 

 

１－２ 安心、安全で安定した農業の振興 

【主な事業】 

畜産事業〔農林振興課〕                   ３，１００千円 

家畜伝染病対策事業〔農林振興課〕                ７２８千円 

農業振興施設事業〔獣害・ブランド対策室〕            ８２１千円 

農業関係組織育成事業〔獣害・ブランド対策室〕          ５００千円 

地産地消推進事業〔獣害・ブランド対策室〕          ９，６７４千円 

地域おこし協力隊事業〔獣害・ブランド対策室〕        ７，８９５千円 
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１－３ 有害鳥獣対策の推進 

【主な事業】 

農作物有害鳥獣追払事業〔獣害・ブランド対策室〕      ３４，６２３千円 

農作物有害鳥獣防除施設整備事業〔獣害・ブランド対策室〕   5，０００千円 

 

１－４ 森林の適正管理の推進 

【主な事業】 

林業事業〔農林振興課〕                     ３９７千円 

環境林整備事業〔農林振興課〕                ２，２８６千円 

森と緑の基金事業〔農林振興課〕                 ８１７千円 

市単独林道改良事業〔農林振興課〕              １，８００千円 

 

２ 強い農業基盤の整備 

土地改良（ほ場整備）事業で整備された農業用施設は年々老朽化が進みつつあり、受益者の維持管理労力

が増大しています。このような状況は農業の継続に大きな支障になることから、国、県などの補助事業を有

効に活用し施設改修を行います。 

 

２－１ 農業生産基盤の整備 

【主な事業】 

農業基盤整備事業〔農村整備課〕              ４５，５６４千円 

農村地域防災減災事業〔農村整備課〕             ３，１００千円 

三重用水事業〔農村整備課〕                 ７，０１７千円 

農地災害復旧事業 〔農村整備課〕              ２，０００千円 

農業用施設災害復旧事業 〔農村整備課〕           ３，０００千円 

 

３ にぎわいある商工業の振興 

わが国の経済は、長期にわたり続いたデフレから脱却し、穏やかな回復基調にあると報道されているもの

の市内の商工業者にとっては景気回復の実感が浸透している状況にはありません。また、事業主の高齢化や

後継者不足は深刻で商工会員数も減少の状況にあります。既存の商工業者及び新規創業を志す方が安心して

相談や指導が受けられる魅力ある商工会にするために、商工会運営に対する補助やイベント開催の補助など

活性化に向けた支援を行います。 

 

３－１ 商工業の活性化支援 

【主な事業】 

商工団体イベント補助事業〔商工観光課〕           ５，０００千円 

いなべ市商工会運営補助事業〔商工観光課〕         ２４，０００千円 

ウッドヘッド三重指定管理事業〔商工観光課〕         ２，１６０千円 

小規模事業者支援事業〔商工観光課〕             １，１３０千円 

 

３－２ 中心市街地の活性化 

【主な事業】 

中心市街地化活性化事業〔商工観光課〕           １２，５４５千円 
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４ 魅力ある観光地づくりの推進 

いなべ市には、「青川峡キャンピングパーク」「農業公園」「阿下喜温泉」などの観光施設があります。キ

ャンピングパークは専門誌により毎年高評価をいただいており、農業公園で開催される「梅まつり」「ぼた

んまつり」は毎年たくさんの入場者でにぎわっています。これらの施設の知名度は年々上がっておりさらな

る集客増にむけたイベント等を行ないます。 

阿下喜温泉は、機器更新の時期を迎えていることからサービス向上のために機械の入れ替えを行い、運営

方法も一部変更する予定です。 

市内ではこのほかに「あじさいまつり」「もみじまつり」「大安楽市」「阿下喜秋の市」など一年を通した

イベントが開催されることから、より一層多くの方にいなべ市に来ていただけるよう情報発信を行ないま

す。観光客が増加することは市の知名度向上はもとより、地域住民の故郷に対する愛着や誇りが生まれてき

ます。 

このような中、一般社団法人いなべ市観光協会、（株）モンベル及び（株）販売観光システムズ等との連

携によりによるさらなる観光ルートの開発、体験などの旅行商品の開発販売などを行うとともに、近隣市町

との広域的な観光のＰＲ活動を推進します。 

山ガール、で知られるよう最近の登山ブームにより登山道の整備や、平成２６年度に新築した藤原岳の山

頂トイレなど快適環境の中での登山をＰＲして誘客を図ります。 

また、自転車を活用した観光を推進するため、平成２６年度に立ち上げた「サイクルツーリズム実行委員

会事業」をより一層進め「自転車のまちいなべ」を市内外にＰＲを行います。 

昨年度から始めた国内最高峰の国際自転車ロードレース「ツアー・オブ・ジャパンいなべステージ」を本年

度も開催し、国内はもとより海外にも「いなべ」の魅力を発信します。 

併せて昨年度から地域おこし協力隊員を採用し、自転車によるまちづくりの推進、地場産品の開発、地域

ブランド化、豊富な自然資源、食などの情報発信などいなべの魅力を発信するとともに集客に向けた取組を

行います。 

 

４－１ 多様な観光施設の充実 

【主な事業】 

阿下喜温泉指定管理事業〔商工観光課〕           ４６，４４０千円 

農業公園指定管理事業〔商工観光課〕            ４９，６８０千円 

観光客受入施設管理事業〔商工観光課〕            ４，７３２千円 

観光施設整備事業〔商工観光課〕               １，３１８千円 

 

４－２ イメージアップと集客力の向上 

【主な事業】 

ツアー・オブ・ジャパン開催事業〔商工観光課〕       ３５，９００千円 

観光組織推進事業〔商工観光課〕              １８，０４６千円 

観光資源開発発信事業〔商工観光課〕             ３，５８３千円 

地域おこし協力隊事業〔商工観光課〕            １９，７３６千円 

 

５ 良好な労働環境づくりの促進 

市内中小企業で働く勤労者の福祉制度の充実や働きやすい職場環境づくりを促進するために金融機関と

協力して市内の勤労者の生活に必要な資金を融資する制度を推進するとともに労働環境の改善を図るため

のＰＲを行います。 

 

５－１ 勤労者福祉制度の充実 

【主な事業】 

勤労者生活資金貸付制度事業〔商工観光課〕          ３，０００千円 
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６ 安心して暮らせる犯罪のないまちづくりの推進 

悪質・巧妙化し特に高齢者を狙った悪徳業者による被害は年々増加の一途をたどっている状況です。被害

を未然に防止するため社会福祉協議会と連携した研修会の開催や広報、ホームページなどで周知啓発を行い

ます。 

 

６－１ 消費者保護対策の推進 

【主な事業】 

消費者行政事業〔商工観光課〕                １，１１６千円 

 

７ 秩序ある土地利用の推進 

優良農地の確保・保全のため、農業振興地域整備計画について関係機関、部署と協議を重ねて見直しを進

めます。 

また、これまで非公開であった農地台帳記載事項の一部や地図がインターネットで公表されることにより

誰もが情報を入手できるようになりました。 

今後はこのシステムを利用して担い手等への農地利用集積を促進し新たな遊休農地発生の抑制を図りま

す。 

 

７－１ 農業委員会の充実 

【主な事業】 

農業委員会事業〔農業委員会事務局〕             ７，２７１千円 
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（１１） 建 設 部 

 

当初予算編成における基本方針 

いなべ市の道路交通網は、南北に縦断する国道３０６号・３６５号と東西に横断する国道４２１号を軸に、

県道及び市道幹線をつなげて形成していますが、今後開通が見込まれる東海環状自動車道の整備を見据え、

活力ある地域づくりを進めるとともに防災面や生活圏の安全を考慮した整備が必要です。 

市内の整備状況は、国道４２１号の石榑トンネルが開通し、三重県と滋賀県を結ぶ新たな交通の流れが現

れています。東海環状自動車道については、東員ＩＣ～大安ＩＣ（仮称）区間の平成３０年度開通が公表さ

れており、これを目指して工事が順次施行されています。また、大安ＩＣ（仮称）～北勢ＩＣ（仮称）区間

の工事も進められており、さらに、北勢ＩＣ（仮称）～県境区間については、用地買収が進められています。

主要地方道四日市員弁線（バイパス）については国道３６５号～いなべ総合学園間の工事が始まり、その間

の整備が平成３０年開通に向けて順次進められています。しかし、市内の主要な幹線や生活道路として大き

な役割を担っているその他路線で整備課題が残っている箇所があり、また、高度成長期に整備した橋梁など

の多くが更新時期を迎えていて、老朽化対策が必要です。 

このため、必要な道路整備を着実に進めるための財源確保活動に参加し、認可済事業についてはその進捗

を図り、未認可事業については関係機関と協働して要望活動に取組むと共に、市道については国庫補助事業

などに市単独事業を効率的に組み合わせた道路網の整備を行います。 

いなべ市の主な事業については、平成２０年度から国庫補助を受けている笠田新田坂東新田線について、

企業進出による渋滞の緩和と地域内交通の安全性向上を目指し、また東海環状自動車道へのアクセス道路と

位置づけ早期開通に向け事業を進め、さらに新庁舎建設の竣工を平成3０年に予定していることから、平成

27年度から県道北勢多度線と県道南濃北勢線を結ぶ新庁舎へのアクセス道路として阿第107号線の改良

工事を平成30年1月の開通を目指し事業を進めます。 

平成27年度からは交付金事業により、青川峡キャンピングパークへのアクセス道路として丹生川久下２

区１１９号線の改良工事を進めるとともに、交通安全対策で大安東部線並びに西方上笠田線の自歩道整備工

事を進めており、平成28年度からは新規事業で江丸線の路肩整備を行いグリーンベルト等により、通学路

の安全性確保を図ります。更新時期を迎えている橋梁については、橋梁長寿命化修繕計画により修繕工事を

進めます。 

また、平成２４年度に整備された員弁地区防災拠点（旧員弁高校）への進入路として、笠田新田中央線と

楚原中央線の整備を行い、災害時の支援人員や支援物資の輸送を迅速に行うため、緊急時に備えた道路空間

の整備を図ります。 

市民の財産を守るために進められている地籍調査事業については、自治会の要望を踏まえ順次計画的に進

めます。 

市営住宅については、既存住宅の適切な維持管理、運営管理を行います。 

 

１ 快適な道路網の充実 

集落間や公共施設を安全に結ぶため、関係自治会、地権者の協力を得て生活道路や橋梁の整備、老朽化対

策を図ると共に、通勤･通学などの自転車･歩行者の安全確保を図るため、歩道の整備を進めます。 

国庫補助を受け、東海環状自動車道及び主要道路へのアクセスを改善する道路整備を推進します。 

 

１－１ 生活道路網の整備 

【主な事業】 

市道笠田新田中央線道路改良事業〔建設課〕         ５０，５００千円 

市道笠田新田坂東新田線道路改良事業〔建設課〕      １０５，０００千円 

市道丹生川久下２区１１９号線道路改良事業〔建設課〕   １５１，０００千円 

市道江丸線路肩整備事業〔建設課〕             ３５，１００千円 
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市道大安東部線自歩道整備事業〔建設課〕          ７７，４００千円 

市道西方上笠田線自歩道整備事業〔建設課〕         ８４，０００千円 

橋梁長寿命化（橋梁点検・修繕計画策定）事業〔建設課〕   ５０，０００千円 

市道下野尻瀬木線（野尻橋）橋梁修繕事業〔建設課〕     ５０，０００千円 

市道楚原中央線道路改良事業〔建設課〕           ３０，０００千円 

市道阿第１０７号線道路改良事業〔建設課〕        ８５８，７００千円 

    道路橋梁維持補修事業〔建設課〕              ９０，０６３千円 

 

２ 交通事故のない安全なまちづくりの推進 

交通事故から市民を守るためガードレール、カーブミラー、道路標識など交通安全施設の整備を行います。 

 

２―１ 交通安全対策の推進 

【主な事業】 

交通安全施設整備事業〔建設課〕              １３，６７５千円 

交通安全啓発事業〔管理課〕                 ２，３００千円 

    道路除草事業〔建設課〕                  ３５，６００千円 

 

３ 計画の推進に向けて 

いなべ市の地籍調査事業は、全体調査面積１８６．２５平方キロメートルであり、このうち平成２７年度

末の調査着手面積（国土調査法第19条５項区域含む）は２１．４７平方キロメートルで進捗率は１１．５

２％となっています。 

今後も土地の実態を科学的に調査し、地籍の明確化を図り、公共事業の省力化、円滑化に役立て、市民の

皆さんの大切な財産保全のためにも引き続き地籍調査事業に取組みます。 

 

３－１ 行政運営の充実 

【主な事業】 

地籍調査事業〔用地課〕                  ２５，１２６千円 

 

４ 良好な居住環境づくりの推進 

公営住宅、改良住宅の適切な維持管理・運営管理を行います。 

 

４－１ 市営住宅の適正管理 

【主な事業】 

市営住宅入居管理事業〔市営住宅課〕                           5，２７２千円 

市営住宅維持管理事業〔市営住宅課〕                           5，６０４千円 

市営住宅整備事業 〔市営住宅課〕              １3，０００千円 
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（１２） 水 道 部  

 

当初予算編成における基本方針 

安全安心な水道水を継続的に安定して送り続けるとともに、汚水を適切に処理し、安全で快適な生活環境

を確保するための上下水道事業の運営を行います。 

人口減少、節水型社会の進行により、上下水道事業を取り巻く経営環境はさらに厳しさを増すと想定され

ることから、両事業の費用対効果を精査し、効率的な事業運営による健全経営の確保に重点を置きます。 

上水道事業では、安全・安定した供給体制の充実を図る施設整備として、簡易水道統合事業、老朽化施設

の更新及び耐震対策を進めます。 

事業運営では、昨年開設した水道お客様センターへの委託によりサービス向上、長期的なコスト縮減を図

ります。 

下水道事業では、「下水道ビジョン」に基づき、安定した事業・サービスの提供を継続できるよう、中長

期的な視点に立った事業運営、効率化、経営健全化に向けた取組を進めます。 

農業集落排水区域から公共下水道への統合事業、農業集落排水施設の機能強化事業を進め、施設の適正な

維持管理を行うため、管路清掃、マンホールポンプの更新整備を行います。 

また、経営の透明性、説明責任向上を図るため、下水道事業、農業集落排水事業の平成31年度からの地

方公営企業法適用に向けて準備を進めます。 

今後も安定供給できる施設と、快適で衛生的な生活環境整備の継続を上下水道事業運営の主軸に、事業の

「経営」を主眼に経営基盤（料金収入の安定確保）を強化し、経費縮減に努めた事業運営を進めます。 

 

１ 暮らしを支える上水道の充実 

上水道の普及率は９９．９％ですが、今後の水需要は、人口減少や長引く経済不況等の影響を受け長期的

には微減化傾向が続くと予測され、経営状況は年々厳しくなる事が考えられます。限られた財源の中でライ

フラインとしての機能を維持するために、老朽化施設更新整備、近い将来に発生が予測される東海、東南海・

南海地震に対応できる施設の耐震対策や防災体制の強化・充実が急務となっています。 

将来に向けて持続可能な上水道事業を目指し、安定給水対策として簡易水道の統合事業、水道供給の基盤

となる老朽配水管の布設替え、耐震化を進めます。災害対策では、大安町、員弁町間の非常時連絡管の整備

に加え、非常時の安全並びに応急給水拠点の確保を行うため、配水池緊急遮断弁設置工事実施設計を行い、

災害に対応できる施設の強化を行います。 

経営基盤の強化を進めるうえでは、料金の賦課・徴収業務を民間に委託し、引き続き業務の効率化による

経常経費の節減を図ります。 

 

１－１ 水道施設の整備促進 

【主な事業】 

簡易水道統合整備事業〔水道工務課〕           １４３，３８９千円 

水道施設耐震化事業〔水道工務課〕             ２８，０００千円 

 

１－２ 安定給水施策 

【主な事業】 

水道防災対策事業〔水道工務課〕                 １００千円 

配水及び給水施設維持管理事業〔水道工務課〕        ６９，９５２千円 

原水及び浄水施設維持管理事業〔水道工務課〕       １５１，１４３千円 

施設更新事業〔水道工務課〕               １２０，１０７千円 

水源建設事業〔水道工務課〕                １０，０００千円 

配水管布設事業〔水道工務課〕              ２００，５００千円 
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１－３ 運営の効率化施策 

【主な事業】 

水道事業経営安定化事業〔水道総務課・水道工務課〕     ８８，７６３千円 

 

２ 美しい水環境の創出 

公共下水道事業、農業集落排水事業を合わせて計画区域の98％が整備され、そのうち94％が水洗化さ

れています。下水道未整備区域の早期整備とともに効率的な経営と維持管理を進めます。 

農業集落排水事業では、27年度に引き続き施設の機能強化事業として国、県の補助を受け処理施設（処

理槽）の改修を行います。 

公共下水道事業では農業集落排水区域統合のために国の補助を受け中里南部地区の測量設計業務に着手

するともに管路内部の劣化調査、管更生工事、布設替工事を実施します。 

また、下水道事業、農業集落排水事業ともに経営の明確化と基盤強化を図るために平成31年度からの地

方公営企業法適用に向けて複数年計画で移行業務に着手します。 

 

２－１ 下水道施設の整備と強化 

【主な事業】 

農業集落排水施設整備事業〔下水道課〕           ３１，９００千円 

下水道施設整備事業〔下水道課〕             １５３，５０８千円 

 

２－２ 下水道施設の適正管理と体制の構築 

【主な事業】 

農業集落排水施設維持管理事業〔下水道課〕        １０３，２９２千円 

農業集落排水経営安定化事業〔下水道課〕          １７，７７８千円 

下水道施設維持管理事業〔下水道課〕           ３８９，１４６千円 

下水道経営安定化事業〔下水道課〕            １２２，９７３千円 
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（１３） 教 育 委 員 会 

 

当初予算編成における基本方針 

教育を取り巻く課題が社会的に大きく注目されています。次代を担う子どもたちにとってより良い学習環

境を提供するために、学校、家庭、地域、行政が一体となってさまざまな施策に取組んでいかなければなり

ません。 

学校教育では、小学校・中学校の９年間を見通した「小中一貫教育」を展開していくため、平成29年度

の藤原中学校区（一体型）、員弁中学校区（分離型）のスタートに向けて「新しい学校づくり」の取組を一

層推進します。また、学力向上に向けた推進計画の取組や土曜授業の実施、個に応じた特別支援教育の充実、

総合学習による主体的な学ぶ力の育成、教職員の指導力を高めるための研修事業など、引き続き「心豊かで、

たくましい子どもの育成」に取組むとともに、家庭学習の支援や「いなべ学援隊」活動を一層推進します。 

学校施設整備では、「新しい学校づくり」の観点で、保護者や地域の理解と協力により平成29年４月開校

に向けて藤原小学校の整備が進んでいます。また、老朽化が著しい笠間小学校は建替え工事を開始するとと

もに、その他の学校施設においても空調設備の設置や大規模改修など、学習環境の整備を行います。 

市民の芸術文化活動、スポーツ推進活動は、それぞれ市民との協働によりNPO法人「いなべ市文化協会」、

NPO法人「いなべ市体育協会」が活発に事業展開されています。また、いなべ市には豊かな自然環境や文

化的資産にも誇れるものがあり、その資源を活用して学習できるように、展示や講座を開催します。 

子どもたちの健全な育成は、地域、家庭、関係団体が連携して進めなければなりません。放課後児童クラ

ブ、放課後子ども教室の活動や地域の青少年育成活動などを通して子どもたちの規則正しい生活リズムの形

成を支援します。 

平成33年に開催される三重国体では市内でハンドボールと自転車（ロード）の競技が予定されており、

その醸成を図る施策も整えていくことになります。 

生涯学習・社会体育施設は、市民の方々の利便性に配慮していますが、財政負担を少なくし、機能を充実

させるため、老朽化が進んでいる施設改修は取捨選択をして整備を進めます。 

 

１ 「豊かな心・確かな学力・健やかな体」の育成 

「いなべ市新しい学校づくり推進ビジョン」を受け、小中学校９年間を見通した連続性・一貫性のある、

きめ細やかな「小中一貫教育」を員弁中学校区、藤原中学校区で平成29年４月から実践していくために具

体的な手法を協議していきます。 

特別支援教育については、平成28年度も健康こども部をはじめ、関係諸機関との連携・協働を通して一

層の充実を図り、児童生徒の心身の発達と学力を保障する途切れのない支援を推進します。 

標準学力検査（NRT）と学級満足度調査（Q-U）の結果分析とみえスタディチェックの検証を通じ、学

級集団づくりや授業づくり、教職員の指導力向上等、さまざまな側面から学校を支援して、学力の定着と向

上を図ります。特に、生徒指導上の諸課題の早期解決と指導の充実を図ることで、安心して学べる学習環境

と学校力の向上をめざし、児童生徒にとって満足度の高い、魅力ある学校づくりを推進します。また、地域

の自然・人・歴史・文化等の学習材料を十分に生かした、子どもたちの主体的な学びを育む総合学習を「未

来いなべ科」と位置付けるとともに、外国人英語指導助手（ALT）を引き続き小、中学校に派遣し、語学

力やコミュニケーション能力の更なる向上を目指します。 

教育環境に課題がある家庭の児童を学習支援する「学び舎事業」はモデル校を増やし、市内２校目を開設

します。また、外国籍児童の支援を地域おこし協力隊の人材で確保し、日本語指導、学習支援を進めます。 

 

１－１ 一人ひとりを大切にする教育の推進 

【主な事業】 

児童・生徒特別支援推進事業〔学校教育課〕         ７４，９４５千円 
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１－２ 人権教育内容の充実 

【主な事業】 

人権教育推進事業〔学校教育課〕               １，０５１千円 

 

１－３ 確かな学力の向上 

【主な事業】 

学力フォローアップ事業〔学校教育課〕           １８，４８６千円 

外国人英語指導事業〔学校教育課〕             ２３，７６０千円 

    教育振興事業〔学校教育課〕               １３２，４２０千円 

 

１－４ 小中一貫教育の推進 

【主な事業】 

小中一貫教育推進事業〔学校教育課〕            ２３，７９８千円 

未来いなべ科事業〔学校教育課〕               ９．６６５千円 

    修学旅行事業〔学校教育課〕                 ５，９８０千円 

    校外活動事業〔学校教育課〕                 ４，６５０千円 

 

１－５ 健やかな体の育成 

【主な事業】 

    就学前検診事業〔学校教育課〕                  ８８３千円 

学校検診事業〔学校教育課〕                １４，９９８千円 

    部活動振興事業〔学校教育課〕                ８，４０８千円 

 

２ 創意と活気に満ちた特色ある学校づくりの推進 

地域とともに歩む学校づくりを進めるため、平成25年度に発足した「学援隊」活動をさらに強化・充実

させます。 

複式学級の解消が急務の藤原中学校区の５小学校は藤原小学校に再編し、平成29年４月開校に向けて藤

原中学校の敷地内に小中一貫教育（一体型）ができる環境の整備を進めます。また、老朽化が進んでいる笠

間小学校は平成28・29年度の2か年で校舎・体育館の改築工事を進めるとともに、その他の学校施設にお

いても環境整備を進めていきます。平成28年度は、小学校では、治田小学校校舎大規模改修工事、丹生川

小学校空調設備工事、中学校では、北勢中学校テニスコート改修工事を行います。 

遠距離通学者の送迎を行う通学バス事業は平成28年度も安全第一に運行管理を行います。また、図書館

コーディネーターを配置し、児童生徒の読書活動を推進するとともに、学校図書整備員の巡回により学校図

書館機能の一層の充実を図ります。 

 

２－１ 地域に開かれた学校づくりの推進 

【主な事業】 

学援隊事業〔学校教育課〕                    ４７１千円 

 

２－２ 学校環境整備の充実 

【主な事業】 

藤原地区小学校建設事業〔教育総務課〕        １，２４９，９０９千円 

公立小学校施設整備事業〔教育総務課〕          ２１８，４００千円 

笠間小学校建設事業〔教育総務課〕            ９１９，４００千円 

公立中学校施設整備事業〔教育総務課〕           １０，２２０千円 

通学バス運行事業〔学校教育課〕              ８１，６２４千円 
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学校図書館事業〔学校教育課〕               １６，４４８千円 

 

３ 教職員の資質の向上 

教育研究所における小中一貫教育やいじめ・不登校問題、防災教育等、喫緊の教育課題に対応する研究及

び講座を充実させるとともに、相談員による教育相談機能の充実を図ります。 

 

３－１ 教育相談・支援体制の充実 

【主な事業】 

教育研究所事業〔学校教育課〕                ９，２７２千円 

 

４ 青少年の夢を育む地域づくりの推進 

青少年育成市民会議をはじめ、地域、家庭、学校、PTAなど関係機関が連携して青少年の健全育成能力

を引き出し、効果的に青少年の多様な活動の場を創出します。 

 

４－１ 青少年健全育成の推進 

【主な事業】 

青少年健全育成市民活動事業〔生涯学習課〕          ６，５００千円 

新成人記念祝賀事業〔生涯学習課〕              １，９４１千円 

放課後子ども教室事業〔生涯学習課〕            １４，４００千円 

 

５ 生涯学習の充実 

図書館、文化施設、公民館などの生涯学習施設の連携を強化して、学習、教養及び技能習得に資する学習

機会を提供するとともに、講座を通じて趣味を始めたり、仲間を増やしたりするきっかけを契機に生涯学習

の成果をまちづくりに活かします。 

また、生涯学習施設の利便性を向上させるための施策として、活動の拠点である文化施設の運営の一部を

NPO法人いなべ市文化協会に委託するなど効率的で適正な管理を行います。さらに、いなべ市国際交流協

会などの民間組織やボランティアと連携して、地域レベルでの国際交流の推進を行い、多角的で幅広い国際

施策の展開を図ります。 

文化施設は、中心的に活用をすべき施設を改修し合併特例債の期限を目途に整備を進めます 

 

５－１ 学びの機会の充実 

【主な事業】 

生涯学習活動推進事業〔生涯学習課〕             ３，７８９千円 

屋根のない学校事業〔自然学習室〕              ５，９５３千円 

国際交流活動支援事業〔生涯学習課〕             ５，６５０千円 

 

５－２ 生涯学習施設の充実 

【主な事業】 

文化施設等管理事業〔生涯学習課〕             ９３，０８８千円 

 

５－３ 図書館の利便性向上 

【主な事業】 

図書館事業〔生涯学習課〕                 ３７，２１６千円 
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６ 文化芸術活動の充実 

年々盛んになる市民の文化芸術活動をさらに推進するため、NPO法人いなべ市文化協会と文化活動を実

践する市民や文化財の保護活動に取組む関係者と連携して、本市にかかわりのある芸術活動家や地域の伝統

文化を顕彰し、市民文化の高揚とふるさと意識の醸成を促進します。 

また、市内に存する文化財や天然記念物等は、その時代やその社会の生活様式・文化を物語る財産であり、

適切な保存と活用を進めて市の文化的遺産を後世に伝承します。 

 

６－１ 文化財の保存活用支援 

【主な事業】 

文化芸術活動促進事業〔生涯学習課〕            １８，４５０千円 

文化資料保存展示事業〔生涯学習課〕            １１，８００千円 

国重要文化財等保存活用促進事業〔生涯学習課〕        ２，１３１千円 

文化財保存活用支援事業〔生涯学習課〕            ２，０２１千円 

 

７ 総合的なスポーツの推進 

スポーツ推進委員の活動を推進し、市民に軽スポーツの普及を図るとともに、生涯スポーツを振興する

NPO法人いなべ市体育協会との連携のもと、市体育施設や学校体育施設などを活用して、スポーツを気軽

に楽しむことができる環境の整備を行います。また、体育施設の利便性を向上させるための施策として、活

動の拠点である員弁運動公園の運営の一部をNPO法人いなべ市体育協会に委託するなど引き続き効率的で

適正な管理を進めます。 

三重国体が平成33年に開催が決まり、組織体制づくりを進めるとともに、競技施設の必要な整備を計画

的に進めます。 

 

７－１ 生涯スポーツの充実 

【主な事業】 

スポーツ推進委員活動事業〔生涯学習課〕           ３，８６３千円 

地域スポーツ推進事業〔生涯学習課〕            １０，１４３千円 

 

７－２ スポーツ施設運営の充実 

【主な事業】 

体育館運営事業〔生涯学習課〕               ３４，７３５千円 

運動場運営事業〔生涯学習課〕               １９，４９８千円 

テニスコート運営事業〔生涯学習課〕             １，２２４千円 

野球場運営事業〔生涯学習課〕               １７，９１６千円 

プール・艇庫運営事業〔生涯学習課〕             ９，１６０千円 

スポーツ施設修繕事業〔生涯学習課〕            ２７，２２０千円 

 

７－３ スポーツ団体の育成支援 

【主な事業】 

スポーツ団体支援事業〔生涯学習課〕            ２２，２５０千円 

 

８ 自然環境の保全・充実 

児童生徒や市民等に、自然環境の大切さを啓発、普及するため、藤原文化センターの藤原岳自然科学館で

は、本市の自然科学及び人文景観に関する博物展示や自然教室事業等を行います。また、いなべ市の植物を

全域にわたり調査した植物体系の報告書の取りまとめを引き続き進めます。 

さらに、自然科学館を活かしたいなべの魅力発信を地域おこし協力隊により人材を確保し進めます。 
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８－１ 自然環境の保全 

【主な事業】 

希少動植物保全事業〔自然学習室〕              ４，７８４千円 

 

８－２ 自然学習施設の充実 

【主な事業】 

藤原岳自然科学館博物展示事業〔自然学習室〕        １１，６４６千円 

藤原岳自然科学館自然教室事業〔自然学習室〕         １，０９７千円 

    地域おこし協力隊事業〔自然学習室〕             ３，９６２千円 

 

９ 保育サービスの充実 

子どもを預かる場所として活動している放課後児童クラブとの連携調整を密にニーズの把握及び支援を

行い、放課後児童健全育成事業を充実していきます。 

 

９－１ 保育サービスの充実 

【主な事業】 

放課後児童健全育成事業〔学校教育課〕           ５４，０９３千円 
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（１４） 出 納 室 

 

当初予算編成における基本方針 

健全な行財政運営に資するため、会計事務を適正に執行するとともに、公金の適正な出納・保管を行いま

す。 

 

１ 会計事務の適正化 

適正な会計事務処理を推進し、支払いの迅速化と支払遅延防止をするため、全庁的に会計担当職員の能力

向上を行います。また、業務の改善による効率化及び迅速化を推進します。 

 

２ 効率的な資金管理 

資金管理については、関係各課と協議しながら日々支払い需要に対応できるよう管理し、当分使途のない

資金は安全かつ効率的な運用を図ります。 

 

２－１ 行政運営の充実 

【主な事業】 

出納事務                          １，７０６千円 

 

  



 

 

 


